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研究要旨 

1.エイズ予防のための戦略研究の効果評価と政策還元－戦略研究で開発、実施されたプログラム

等のその後の活用について－ 

戦略研究で開発、実施されたプログラム等のその後の活用について報告した。エイズ予防の

ための戦略研究で地域ボランティア団体(以下、CBO)を中心に開発され施行されたプログラムは、

一部は厚生労働省の委託事業として、また当研究班の継続研究として、首都圏、阪神圏におい

て継続され、他の地域にも紹介された。首都圏では MSM 首都圏グループが結成され、エイズ対

策事業に関する意見交換会、保健所等の HIV 抗体検査担当者への研修会、支援・相談ウェブサ

イト「HIV マップ」の運営、MSM を対象とした冊子「ヤローページ」による HIV 抗体検査普及が

実施された。保健所等の HIV 検査担当者を対象としたセクシュアリティ理解、MSM や HIV 陽性

者への対応に関する研修会は東京都、神奈川県、千葉県に加え、埼玉県、宮城県仙台市、沖縄

県、愛媛県、長野県と拡大した。阪神圏ではクリニック検査キャンペーンが大阪府「地域医療

再生基金事業」により継続され、協力診療所・クリニック 8 施設において MSM に対して受検し

やすい HIV/STI 検査受検機会を提供した。また、検査前後の不安へのサポート、HIV 陽性者へ

の支援プログラム(NPO 法人 CHARM による HIV サポートライン関西の電話相談)も継続した。 

戦略研究で使用した HIV 検査受検者アンケートを改変し、8都府県 11 自治体（沖縄県、東京

都、愛知県、名古屋市、大阪府、大阪市、神奈川県、横浜市、千葉県、福岡市、仙台市）の 83

施設で調査を実施し、受検者中の MSM 割合、MSM 受検者の CBO 資材等の認知割合等を評価した。 

2.地域の MSM における HIV 感染対策の企画、実施に関する研究 

地域の MSM に向けたエイズ対策を促進するため、CBO、自治体・保健所等との連携構築を図っ

た。7地域の CBO は、商業施設、メディア、Web などのネットワークを介して、MSM に向け様々

な取り組みを継続し、新たな取り組みを試行した。各地域の CBO は、地域のほとんどの商業施

設と関係を構築し、資材等のアウトリーチを行っている。また CBO は、自治体・保健所等と連

携して MSM の HIV 検査促進に取り組んだ。東北(仙台)、首都圏、東海(名古屋)、大阪、福岡、

沖縄、愛媛の地域で、保健所の HIV 抗体検査担当者への MSM 対応の研修の実施、保健所の HIV

抗体検査を MSM に向けて広報する資材作成、配布が行われた。CBO のこれらの活動の効果を、

保健所等の HIV 抗体検査受検者を対象とするアンケート、および MSM 集団を対象とする CBO を

基軸とした携帯電話等によるインターネットを介した質問紙調査により評価した。 

3.MSM における行動科学調査および介入評価研究 

1)全国の成人男性・女性を対象としたインターネットによる質問紙調査 

A社保有のニター登録者(調査実施時点の20歳から59歳のモニター登録者数は2,074,265人)

から男性 31,192 人、女性 30,682 人に性、性的指向等のスクリーニング調査を実施した。成人

男性中の MSM は 4.1％で 2011 年度(4.6％)とほぼ同値であった。MSM に加え、同性と性行為をす

る女性、金銭を払った性経験を有する男性(性産業利用男性)、金銭をもらった性経験を有する

女性(性産業従事女性)等も把握し、HIV 検査経験、献血経験などを明らかにした。 

2)コミュニティベースの携帯電話による性の健康に関する質問紙調査(GCQ アンケート) 



7 地域に居住するゲイ・バイセクシュアル男性を対象にインターネットによる横断調査、そ

の後に追跡パネル調査を2回実施した。横断調査では3489件(2012年度3334件)の回答があり、

受検行動、予防行動について過去の調査結果と比較して動向を評価した。追跡パネル調査継続

参加者は53.8％(2012年度59.6％)であった。CBOの啓発活動の前後にパネル調査を行うことで、

プログラムの有効性を把握できることが分かった。 

3) HIV 抗体検査受検者を対象とした質問紙調査 

(1)都市部の保健所における HIV 抗体検査受検者特性に関する研究 

HIV 陽性判明報告のある保健所の受検者特性として MSM と居住地が示され、陽性判明保健所

は MSM 割合が 15％程度と陽性判明の無い保健所のおよそ 2倍高く、また居住地も当該地域以外

の居住者が多い。HIV 感染の早期発見にはこれらを指標として検査を提供していく必要がある。 

(2)HIV 抗体検査受検者における特性と介入の効果評価に関する研究 

HIV 陽性判明を想定した場合の受診行動には、家族や周囲の友達の支援、相談先などの社会

環境の整備が関連していた。一方で MSM 受検者や性産業従事女性は家族への相談がしにくいと

感じており、相談先などの社会環境の整備が重要と考えられた。 

(3)HIV 郵送検査と保健所等における HIV 抗体検査受検者の特性に関する研究 

郵送検査の受検者に占める MSM は 7％と他の検査機関に比して低いが、一人暮らしや既婚者

の割合、初受検者割合、金銭を払った性経験や金銭をもらった性経験の割合などが他の検査機

関の受検者に比べて高く、これらの受検者層が郵送検査を自発的に選んでいる傾向が伺えた。

他の検査機関も含め受検者への支援情報の提供が必要と思われる。 

4)ロジックモデルを用いた CBO による HIV 啓発活動のプロセス評価 

特定非営利活動法人 akta（以下、akta）がプログラム対象についてどのように理解してプロ

グラムを運営しているのかを記述し、スタッフが個々に持っていたアウトリーチプログラムに

関する理解を可視化した。加えて、モデルに基づいた評価指標の案を提示した。 

4.自治体における MSM の HIV 感染対策構築に関する研究 

CBO と行政の協働による施策(MSM の早期検査・治療・支援の促進)を構築するため、行政エイ

ズ担当者と CBO との協働による取り組みとして、1)エイズ対策事業に関する意見交換会、2)保

健所等の HIV 検査担当者への研修会、3)保健所等での HIV 検査受検者動向調査を継続した。 
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A. 研究目的 

わが国のHIV/AIDS報告数は1990年代半ばか

ら MSM を中心に増加が続いてきた。しかし

2008年以降の動向では年間報告数が1500人前

後で推移し横ばいとなっている。これは男性同

性間の性的接触による感染の報告増がとどま

り、横ばいとなっていることによるものである。

しかし、未だ東京を除く地域では、MSM（Men who 

have sex with men）における HIV 感染が増加

しており、特に AIDS 患者の占める割合が高く、

早期検査が望まれている。本研究班では、先行

研究で、①MSMのHIV感染者、AIDS患者の推定

有病率はMSM以外の男性の96倍、33倍である、

②AIDS 患者の推定発生率は東京、近畿、東海

がほぼ同程度、他の地域も同値に近づきつつ

ある、③地域ボランティア団体(以下、CBO)の

コミュニティベースの啓発は受検行動、コン

ドームの使用行動や購入行動を向上させてい

ることを示した。 

本研究は、MSM への早期受検の促進により

AIDS 患者発生を減少させ、予防行動の向上に

より HIV 感染の拡大を抑えることを目標とす

る。そのため、2010 年度まで実施したエイズ

予防のための戦略研究についての成果分析お

よび戦略研究で取り組んだ手法の継続と他地

域への活用に取り組み、また６地域で同性間

HIV 感染対策事業として取り組んでいるコミ

ュニティセンターの CBO および四国地域で啓

発活動に取り組んでいるCBOと協働し、MSMの

ソーシャルネットワークを活用したコミュニ

ティベースの啓発介入とその評価研究を行う

(図 1)。また、地域自治体、保健所等のエイ

ズ担当者と連携し、MSMのHIV感染対策の行政

施策への導入を図る。 

 

B. 研究方法 

Ⅰ.エイズ予防のための戦略研究の効果評価と

政策還元-戦略研究で開発、実施されたプロ

グラム等のその後の活用について- 

研究分担者: 市川誠一、木村哲、岡慎一 

研究協力者:高野操、金子典代、塩野徳史、岩

橋恒太、生島嗣、荒木順子、鬼塚哲郎、後

藤大輔、町登志雄、川畑拓也、岳中美江 

エイズ予防のための戦略研究(以下、戦略研

究)で実施された啓発プログラム及び研究につ

いて、その後の活用状況を評価した。 

1.首都圏において戦略研究を継承して取り組

まれた事業と研究 

1)MSM 首都圏グループによる取り組み 

戦略研究が終了したことにより、MSM の HIV

検査受検環境が後退することが無いように、

NPO 法人ぷれいす東京と NPO 法人 akta は MSM

首都圏グループを結成し、MSM対象のHIV検査

が実施できる保健所や医療機関とのネットワ

ーク構築を継続した。東京都、神奈川県、千

葉県、埼玉県における戦略研究後の取り組み

を評価した。 

 

図1 「MSMのHIV感染対策の企画、実施、評価の体制整備
に関する研究」班の構成
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2)保健所等の HIV 検査担当者研修会の継続と

実施地域の拡大 

戦略研究では、MSM が安心して検査を受けら

れる検査環境を構築するために、東京都、神

奈川県、千葉県の保健所等の HIV 検査担当者

を対象に、セクシュアリティ理解、MSM や HIV

陽性者への対応に関する研修会を実施した。

戦略研究後も研修会は継続され、その活用状況

について評価した。 

 

3)ウェブサイト「HIV マップ」の継続 

戦略研究では、HIV に関連して生じる様々

な相談に対応できる相談窓口を紹介するイン

ターネットサイト「HIV マップ」を制作した。

戦略研究後は厚生労働省委託事業として継続

されており、HIV マップの動向を評価した。 

 

2.阪神圏において戦略研究を継承して取り組

まれた事業と研究 

1)クリニック検査キャンペーンの継続 

戦略研究では、阪神圏在住の MSM を対象に

HIV 抗体検査を促進するクリニック検査キャ

ンペーンが MASH 大阪によって行われ、MSM の

HIV 検査受け入れに協力した 7 クリニック(定

点クリニック)で早期検査・早期受診の機会が

提供された。クリニック検査キャンペーンの

戦略研究後の活用について評価した。 

 

2)阪神圏における CBO・行政連携 

阪神圏では戦略研究により様々な関係機関

のネットワークが構築され、検査場面での MSM

対応に関する模擬体験を含む研修な

どが行われた。また、HIV 陽性者のた

めの支援プログラム「HIV サポートラ

イン関西(HIV 陽性の人とパートナ

ー・家族のための電話相談)」および

「ひよっこクラブ(HIV 陽性とわかっ

て間もない人のための少人数制のグ

ループ・プログラム)」が NPO 法人

CHARM の協力で開始した。これらの

CBO・行政連携や陽性者支援について

戦略研究後の活用状況を評価した。 

 

3.保健所等の HIV 検査の動向および受検者ア

ンケートによる MSM 受検者の把握 

戦略研究では、受検者中の MSM の動向を把握

するために、HIV 抗体検査受検者を対象とした

5分間アンケートを実施した。本研究班ではこ

のアンケートの質問項目を改変し、コミュニ

ティセンターが設置されている6地域の8都府

県 11 自治体（沖縄県、東京都、愛知県、名古

屋市、大阪府、大阪市、神奈川県、横浜市、

千葉県、福岡市、仙台市）の保健所等公的 HIV

検査機関で実施した。2011年は計27検査機関、

2012 年は計 82 検査機関、2013 年は計 81 検査

機関の協力を得て、基本属性、HIV 抗体検査受

検経験、HIV や検査に対する意識、性行動、

資材認知等を把握した。MSM 対象の啓発活動

をしている CBO の啓発資材認知は画像にて確

認し、MSM 受検者における認知を検討した。 

 

Ⅱ.地域の MSM における HIV 感染対策の企画、

実施に関する研究 

厚生労働省委託事業「同性愛者等の HIV に関

する相談・支援事業(コミュニティセンター事

業)により 6 地域に設置されているコミュニテ

ィセンターを拠点として地域の MSM に啓発活

動を行っている CBO、および四国地域で啓発活

動を行っている CBO と協働し、各々の地域の

MSM ネットワークを活用した予防啓発の企画、

実施を行った(図 2)。また保健所等やクリニ

ックとの関係構築(2011 年度)、MSM 対応の検

査等に関する意見交換、エイズ担当者研修会の

実施協力などを通じて、MSMの HIV検査受検を

1）インターネット横断・パネル調査（東北/首都/東海/近畿/福岡/沖縄/愛媛）
・コミュニティにおけるMSMの啓発認知/予防行動/検査行動/予防規範等
・プログラム認知と行動に関する追跡調査による効果評価

2）保健所等ＨＩＶ受検者調査 ・受検者中MSM割合/陽性割合/資材認知等

3）MSMのHIV/性感染症発生動向 ・発生動向調査におけるMSMの動向分析

図2 地域のMSMにおける感染対策企画、実施、評価体制

○地域のMSMにおけるHIV感染対策の企画、実施

○MSMの行動科学調査および介入評価研究

MSM

商業施設
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（公益財団法人エイズ予防財団）

東北/首都圏/東海/
近畿/福岡/沖縄/愛媛

○自治体におけるMSMのHIV感染対策構築に関する研究



促進する環境を整備し(2012 年度)、これと連

動した広報により検査促進を図った(2012－

2013 年度)。 

さらに、７地域の MSM の行動科学調査および

介入評価調査として、携帯電話による性の健

康に関する質問紙調査(横断調査)を、CBO がア

ウトリーチ活動をしているゲイコミュニティ

をベースに実施した。四国を除く 6地域では、

保健所等公的HIV検査機関でのHIV検査件数調

査、受検者への質問紙調査を実施し、MSM 受検

割合等を把握した。 

各地域の研究分担及び研究協力者/CBO は以

下の通りである。 

1)東北地域-研究分担者/伊藤俊広、協力/太

田貴(CBO・やろっこ)、他 

2)首都圏-研究分担者/市川誠一、協力/荒木

順子(NPO・akta)、生島嗣(NPO・ぷれいす

東京)他 

3)東海地域-研究分担者/内海眞、協力/石田

敏彦（Angel Life Nagoya）、他 

4)近畿地域-研究分担者/鬼塚哲郎、協力/後

藤大輔(CBO・MASH大阪) 、岳中美江 NPO・

CHARM)、他 

5)福岡地域-研究分担者/山本政弘、協力/牧

園祐也(CBO・Love Act Fukuoka) 、他 

6)沖縄地域-研究分担者/健山正男、協力/金

城健(CBO・nankr沖縄) 、他 

7)愛媛地域-研究分担者/市川誠一、協力/塩野

徳史、新山賢(CBO・HaaTえひめ)、他 

 

Ⅲ. MSM における行動科学調査および介入評価

研究 

研究分担者：金子典代、本間隆之 

研究協力者：塩野徳史、岩橋恒太、佐々木

由理、岳中美江、他 

1.全国の成人男性を対象としたインターネッ

トによる質問紙調査 

研究担当者：金子典代、塩野徳史、市川誠一 

2011 年度に実施した全国の成人男性を対象

としたインターネットによる質問紙調査と同

様の手法で、2012年国勢調査を基に47都道府

県の年齢階級で層化して求めた 20 歳から 59

歳の男性・女性の数に基づき A 社保有のニタ

ー登録者（調査実施時点の 20 歳から 59 歳のモ

ニター登録者数は 2,074,265 人）から男性

31,192人、女性30,682人を抽出し、スクリー

ニング調査を行った。スクリーニングは、「こ

れまでに性的魅力を感じた相手の性別」「これ

までに性的接触を持った相手の性別」「相手に

金銭を払って性交渉をした経験(生涯と過去 6

カ月)」「相手から金銭をもらって性交渉をし

た経験」を尋ねた。 

2 次調査は、①生涯の性交相手が異性のみで

生涯にお金を払った性交経験もお金をもらっ

た性交経験もない男性(以下、成人男性)、②生

涯の性交相手が異性のみで生涯にお金を払っ

た性交経験もお金をもらった性交経験もない

女性(以下、成人女性)、③生涯の性交相手が同

性または両方である男性（以下、MSM）、④生涯

の性交相手が同性または両方である女性（以下、

WSW）、⑤生涯の性交相手が異性のみで生涯にお

金を払った性交経験はあるがお金をもらった

性交経験はない男性(以下、SW 利用男性)、⑥

生涯の性交相手が異性のみで生涯にお金をも

らった性交経験がある女性（以下、SW 女性）

とした。 

2011 年度調査と同様に、MSM 割合の分布、

MSM の生涯におけるゲイ向け商業施設利用経

験、検査行動、性感染症既往歴、周囲の HIV

感染者の有無、過去6ヶ月間のHIVやエイズに

関する対話経験、性行動などを分析した。ま

た MSM 以外の 5群についても分析した。 

 

2.コミュニティベースの携帯電話による性の

健康に関する質問紙調査(GCQ アンケート) 

研究担当者：金子典代、塩野徳史、市川誠一 

共同研究者：伊藤俊広、太田貴(CBO・やろ

っこ)、荒木順子、岩橋恒太(NPO・akta)、

生島嗣(NPO・ぷれいす東京)、内海眞、

石田敏彦(Angel Life Nagoya）、鬼塚哲

郎、後藤大輔(CBO・MASH 大阪) 、山本

政弘、牧園祐也(CBO・Love Act Fukuoka)、

健山正男、金城健(CBO・nankr 沖縄)、

新山賢(CBO・HaaT えひめ) 

2011 年度、コミュニティベースの携帯電話

による性の健康に関する質問紙調査（以下、



GCQ アンケート）において、横断調査から追跡

パネル調査に連動して行う調査手法を開発し、

沖縄、福岡、大阪において CBO を基軸とした

横断調査、追跡パネル調査参加者への調査を

試行した。また、四国地方の MSM を対象に啓

発を行っている CBO(HaaT えひめ)と協働して

質問紙調査を実施し、愛媛県在住の MSM にお

ける状況を把握した。  

2012年度は、GCQ横断調査を6地域で実施し、

間歇的に4回のパネル調査を実施しCBO活動を

評価する手法としての有用性を試行した。ま

た愛媛地域の MSM における行動調査も継続し

評価した。 

2013 年度は、前年度同様に 6 地域で横断調

査とパネル調査を実施し、愛媛地域の MSM にお

ける行動調査も継続した。横断調査後、CBO の

啓発介入プログラムに連動させ 3-4 回のパネ

ル調査を予定したが、予算縮減により 2回のみ

の実施となった。 

 

3.HIV抗体検査受検者を対象とした質問紙調査 

研究担当者：市川誠一、塩野徳史、佐々木

由理、金子典代 

共同研究者：伊藤俊広、太田貴(CBO・やろ

っこ)、荒木順子、岩橋恒太(NPO・akta)、

生島嗣(NPO・ぷれいす東京)、内海眞、

石田敏彦(Angel Life Nagoya）、鬼塚哲

郎、後藤大輔(CBO・MASH 大阪) 、山本

政弘、牧園祐也(CBO・Love Act Fukuoka)、

健山正男、金城健(CBO・nankr 沖縄) 

6 地域の保健所等の受検件数調査および受

検者への質問紙調査の体制構築を 2011 年度か

ら取り組み、2012 年度からは、6 地域(8 都府

県)83 機関で調査を実施する体制とした。性

別の受検者数、陽性件数等の分析、受検者ア

ンケートによる MSM 受検者の動向分析、そし

て地域の CBO による啓発普及プログラムの認

知動向を分析し、MSMのHIV感染対策の企画と

実施を評価した。 

2013 年 12 月エイズデーを機会に行われる

HIV 検査促進による受検者動向を把握する予

定であったが予算縮減で 9月末終了とした。 

 

4.MSMの HIV感染に関与する社会学的背景およ

び感染対策に寄与する要因―ロジックモデ

ルを用いた CBO による啓発活動のプロセス

評価― 

研究分担者：本間隆之 

研究協力者：荒木順子(NPO・akta)、後藤大

輔(CBO・MASH 大阪) 、牧園祐也(CBO・

Love Act Fukuoka)、他 

コミュニティ文化に根差した CBO の活動は、

一つの活動に多様なコンセプトを内包し、理

解していなければ一見わからない形で実施さ

れていることがあり、そのコンセプトは担当

者の交代や時間の経過とともに薄まることが

ある。また、他地域での応用や適切な活動評

価を行うためには、プログラム内で CBO が行

っている活動とその期待される結果が明示さ

れたプロセスを記述し、体系的な評価を構築

する必要がある。 

本研究では外部者による体系的な評価を支

援するために、CBO が実施する啓発プログラ

ムをロジック分析し、効果的な取り組みの体

制を CBO と共に検討した。2011 年度は東京、

福岡地域で、2012 年度は大阪地域で CBO と協

働してロジック分析を行った。2013 年度は

NPO・akta のアウトリーチ活動のプロセス評価

を取りまとめた。 

 

Ⅳ.自治体における MSM の HIV 感染対策構築に

関する研究 

協力:中澤よう子、木村博和、川畑拓也、他 

ゲイCBOと行政の連携協力によるMSMの早期

検査・治療・支援を促進する啓発普及を図る

と共に、保健所等の受検者質問紙調査および

MSM 集団のパネル調査等による受検行動や予

防行動に関する分析結果を共有し、地方行政

での MSM の HIV 感染対策について検討した。 

 

Ⅴ.倫理面への配慮 

 当事者や CBO と連携して調査等の内容を検

討し、対象者を含めゲイコミュニティヘの倫

理性を配慮しつつ研究を進めた。調査等の実

施にあたっては、主として研究代表者の所属

施設の倫理委員会の審査承認を受けた。 



C. 研究結果 

Ⅰ.エイズ予防のための戦略研究の効果評価と

政策還元－戦略研究で開発、実施されたプ

ログラム等のその後の活用について 

1.首都圏において戦略研究を継承して取り組

まれた事業と研究 

1)MSM 首都圏グループによる取り組み 

戦略研究が終了した翌年度(2011 年度)から

NPO 法人ぷれいす東京と NPO 法人 akta は協働

体制「MSM 首都圏グループ」を構築し、地域の

行政・保健所等、医療機関と連携し、MSM の

HIV 抗体検査受検行動を促進するプロジェク

ト「ヤロープロジェクト」を展開している。東

京都、神奈川県、千葉県、埼玉県を介入地域

とし、①エイズ対策事業に関する意見交換会

の開催、②保健所等の HIV 抗体検査担当者へ

の研修会の開催、③支援・相談体制の整備と

してのウェブサイト「HIV マップ」の運営と更

新、④首都圏のMSMを対象としたHIV抗体検査

普及のための冊子「ヤローページ」の開発と普

及、⑤保健所等の受検者アンケートによる評

価調査が行われている。 

検査促進のための啓発普及は、新宿を基点

に、上野・浅草、新橋、渋谷、横浜等で、ゲ

イ向け商業施設や各種メディアを通じて実施

されている。 

 

2)保健所等の HIV 検査担当者研修会の継続と

実施地域の拡大 

エイズ予防のための戦略研究では MSM の受

検を促進する介入計画の一環として、MSM 受

検者が安心して検査を受けられる検査環境構

築を図った。東京都、神奈川県、千葉県の保健

所等の HIV 検査担当者を対象に、セクシュアリ

表 1 保健所等 HIV 抗体検査・相談担当者の研修プログラムの内容 
  
(ⅰ)守秘義務やグランドルールの確認及びアイスブレイク（導入） 
  グループワークで参加者が同じ職場の人同士になることもあり、守秘義務や参加者の安全性を

担保するための研修用グランドルールを確認する。 
(ⅱ)HIV 陽性者などの手記リーディング 
  MSM の HIV 陽性者や周囲の人たちの手記を朗読し、検査サービス提供者である研修参加者に、

利用者側のリアリティに触れてもらいつつ、支援の課題について振り返る。 
(ⅲ)講義パート 

・講義：セクシュアリティについて 
講師は、保健師や医師、CBO や当事者など。セクシュアリティについての基楚知識、対応に際し

て求められる態度、配慮のポイントなどを講義する。 
・講義：MSM の疫学的な知識 

講師は名古屋市立大学の研究者。研究データや、保健所・検査所の受検者アンケート結果を
フィードバックする。 
・講義：地域の HIV の動向 

講師は主に自治体の担当者で、地域のエイズ動向及びエイズ対策事業について紹介する。 
・地域検査サービス提供者による取り組み事例（事例提供者が得られる場合のみ実施） 
講師は検査サービス担当者。先駆的な取り組みや、工夫などを共有する。 

・講義：医学的な知識（沖縄県のみ） 
講師はエイズ診療拠点病院の医師、地域の HIV/AIDS の状況について共有する。 

(ⅳ)模擬対応 
研修参加者は４～５人程度のグループに別かれ、研修参加者数に応じたグループ数にあわせ

て数名の MSM 当事者に参加してもらった。MSM 当事者が決められたシナリオをもとに受検者役とな
り、HIV 検査のプリテスト・カウンセリングの場面を設定して、３分半の模擬対応を演じる。 

その後の３分半で研修参加者、MSM 当事者、観察していた他のメンバーで振り返りを行う。 
進行役が一人いた方が運営はスムーズであるため、講師や行政の技官にも参加してもらい、

模擬対応の運営を行う。 
数名の MSM 当事者はグループを移動しながら、それぞれのグループで同じ役の受検者を演じ

る。全員が模擬対応を経験した後で、感じたこと、気がついたことをグループごとに話し合い、そ
の後、全体で共有する。 

(ⅴ)NPO による資材の紹介 
コミュニティセンターや CBO が制作している資材を紹介し、HIV 検査場面での活用方法および検

査環境に MSM を意識して制作された資材が設置されることの意味を解説する。 



ティ理解、MSMやHIV陽性者への対応等に関す

る研修会を実施した。戦略研究後も東京都、

神奈川県、千葉県ではこの研修会を継続し、

さらに埼玉県、宮城県仙台市、沖縄県、愛媛

県、長野県と実施地域を拡大した。研修プロ

グラムの内容は、MSM など多様な受検者に扮し

た CBO スタッフとのロールプレイ、振り返りに

よる検査提供者と受検者の情報共有が行われ

ている(表 1)。 

3)ウェブサイト「HIV マップ」の継続 

戦略研究では、HIV に関連して生じる様々

な相談、特に MSM 向け相談が対応可能な CBO 

等と連携し、相談窓口を開設している機関を

紹介するインターネットサイト「HIV マップ」

を制作した。HIV マップは、2011 年度から厚

生労働省委託事業「同性愛者等の HIV に関する

相談・支援事業～同性愛者等向けホームペー

ジによる検査相談等情報提供」としてぷれいす

東京が受託運営し、2013 年度からは NPO 法人

akta が継続受託している。 

 

2.阪神圏において戦略研究を継承して取り組

まれた事業と研究 

1)クリニック検査キャンペーンの継続 

保健所等における HIV 抗体検査受検者が減

少している現状から、大阪府は、戦略研究で開

発されたクリニック検査キャンペーンを「地域

医療再生基金事業」により戦略研究後も継続し

た。MSM が受検しやすい HIV/STI 検査受検機会

を提供することにより、エイズ発症に至って

から自分が HIV 感染していることに気づく人

を減少させ、ひいては HIV/STI の感染拡大を

抑止することを目指している。戦略研究で協

力が得られた診療所７ヶ所を定点とし、2011

年12月から2012年2月末までの3ヶ月間、MSM

向けに HIV 等性感染症検査として「クリニック

検査 1,000 円キャンペーン- Choices -」が行

われた。受検者数を増加させる目的でクリニ

ック3ヶ所に迅速検査を導入し、1週間後に結

果を返す通常検査（HIV、梅毒、HBV、HCV、ク

ラミジア）と、即日検査（HIV、梅毒、HBV、

HCV）を受検者が選べる工夫をした。 

2011 年度キャンペーン受検者は 189 名、月

当り受検者数は 63 名となった。戦略研究の

2009年と 2010年の同キャンペーンでは8ヶ月

間でそれぞれ272名、263名の受検があり、月

当りではそれぞれ34名、33名であったが、今

回の月当り受検者数は、即日検査導入の効果

か、戦略研究時と比較し約 2 倍に増加した。

2012 年以降は夏、冬に 3 か月間の検査キャン

ペーンが企画され、月当たり受検者数は 60 名

を超えた(表1)。一方HIV陽性率は戦略研究と

比較して若干減少したが、保健所等と比べると

高い陽性率であり、対象を絞った広報と理解

のある診療所の協力により、MSM に向けた HIV

検査普及プログラムとしての有効性が戦略研

究同様に実証された。 

クリニックにおけるMSMのHIV/STI検査受検

は、STI の結果が陽性の場合はそのまま治療

へつながる、その後もかかりつけのクリニッ

クとなるなどのメリットが考えられる。協力

診療所・クリニックは戦略研究の 7 施設に 1

施設増えて 8 施設となった。検査前後の不安

へのサポートとして、コミュニティセンター

dista での対面・電話・メールによる対応、

そして戦略研究で設置された NPO 法人 CHARM

による HIV サポートライン関西の電話相談と

の連携も継続された。 

 
表 2 大阪におけるクリニック検査の実績 

 

施
設 
数 

期
間 
/月 

受検 
者数 

陽性率 
(％) 

2007 3 2 28 14.0 

2008 7 1.5 17 5.9 

2009 7 8 272 4.4 

2010 7 8 263 5.7 

2011 7 3 189 3.2 

2012－
夏 7 3 236 2.6 

2012－
冬 8 2 202 5.0 

2013－
夏 8 3 222 2.7 

 



2)阪神圏における CBO・行政連携 

検査相談事業に関わる専門職者がセクター

を越えたネットワークを構築する場を恒常的

に創出することで、大阪地域における MSM の

HIV 予防と検査をめぐる環境を向上させるこ

とを目的として、CBO と地域のエイズ担当者

が一堂に集まるプロフェッショナルミーティ

ング(PM)が企画された。ネットワーク構築の

具体的な成果として、①行政セクターの専門

職者が大阪地域在住の MSM の予防・検査行動

に関する情報を得ることで MSM に対しより質

の高いプログラムが提供できるようになる、

②市民セクターの専門職者が地域全体の検査

場におけるMSM対応状況を把握することでMSM

への検査行動の促しに活用できるようになる

ことが期待される。 

 

3)大阪府の検査場面における MSM 対応研修会 

検査場面における MSM への対応の準備性を

高める事を目的に、HIV 検査・相談事業に関

わる保健師や医師等を対象として、MSM 対応

の模擬体験を主としたプログラムを企画・実

施した。 

 

4)HIV 陽性者支援プログラム 

戦略研究で初めて近畿地域に設置された

HIV 陽性者のための支援プログラム「HIV サポ

ートライン関西(HIV 陽性の人とパートナー・

家族のための電話相談)」および「ひよっこク

ラブ(HIV 陽性とわかって間もない人のための

少人数制のグループ・プログラム)」が厚生労

働省の委託事業としてNPO法人CHARMによって

継続されている。 

 

3.保健所等の HIV 検査の動向および受検者ア

ンケートによる MSM 受検者の把握 

戦略研究で導入された保健所等の HIV 検査

受検者アンケート調査が8都府県11自治体（沖

縄県、東京都、愛知県、名古屋市、大阪府、

大阪市、神奈川県、横浜市、千葉県、福岡市、

仙台市）の協力を得て実施された。2011 年は

計 27 検査機関、2012 年は計 82 検査機関、

2013年は計81検査機関の協力を得た。宮城県

内、東京都内(南新宿検査・相談室を除く)、

南新宿検査・相談室、神奈川県内、千葉県内、

愛知県内、大阪府内(chotCAST なんばを除く)、

chotCAST なんば、福岡県内、沖縄県内の受検

者動向について、MSM割合の推移とMSM受検者

における Community Based Organization (以

下、CBO)の活動による資材の認知割合の推移

に焦点をあてて検討している。 

大阪府では MSM 割合は上昇傾向がみられた

が、大阪府を除くほとんどの地域では受検者

中の MSM 割合の推移は横這いであった。しか

し宮城県や東京都、沖縄県では検査普及月間

の時期に MSM 割合が上昇する傾向もみられ、

特に宮城県、沖縄県では同月の CBO 資材認知

割合も他の月に比べ高かった。地方では、保

健所等の公共機関での HIV 抗体検査は、知り

合いに会うことや対応への不安から受検しに

くい環境であるが、CBO 活動による資材への

接触によって受検行動が促進される可能性が

考えられる。 

各地域の受検者層に関する詳細は総合研究

報告書を参照されたい。 

 

4.まとめ 

戦略研究で開発され施行されたプログラム

は、一部は厚生労働省の委託事業として、ま

た当研究班での継続研究として、首都圏、阪

神圏で継続され、他の地域にも導入された。 

首都圏では、MSM 首都圏グループが結成さ

れ、①エイズ対策事業に関する意見交換会、

②保健所等の HIV 抗体検査担当者への研修会、

③支援・相談体制の整備としてのウェブサイ

ト「HIV マップ」の運営、④首都圏の MSM を対

象とした HIV 抗体検査普及のための冊子「ヤロ

ーページ」の普及、⑤保健所等の受検者アンケ

ート調査が実施されていた。 

保健所等の HIV 検査担当者を対象とするセ

クシュアリティ理解、MSMやHIV陽性者への対

応に関する研修会は東京都、神奈川県、千葉

県に加え埼玉県、仙台市、沖縄県、愛媛県、

長野県と拡大した。 

阪神圏ではクリニック検査キャンペーンが

大阪府「地域医療再生基金事業」により継続さ



れ、MSMに対して受検しやすいHIV/STI検査受

検機会を提供した。協力診療所・クリニック

は戦略研究から1施設増えて8施設となった。

また、検査前後の不安へのサポート、HIV 陽

性者への支援プログラム(NPO 法人 CHARM によ

る HIV サポートライン関西の電話相談)との連

携も継続している。 

阪神圏における CBO・行政連携として、CBO

と地域のエイズ担当者が一堂に集まるプロフ

ェッショナル・ミーティング(PM)、保健所等

の検査場面における MSM への対応の研修会が

継続されている。 

保健所等のHIV検査がMSMにどの程度利用さ

れているかについて、戦略研究で導入された

保健所等の HIV 検査受検者アンケートを改変

して、8 都府県 11 自治体（沖縄県、東京都、

愛知県、名古屋市、大阪府、大阪市、神奈川

県、横浜市、千葉県、福岡市、仙台市）の協力

を得て実施した。各地域の MSM 割合の推移、

MSM受検者におけるCBOの活動、資材の認知の

推移に焦点をあてた評価を行った。 

 

Ⅱ.地域の MSM における HIV 感染対策の企画、

実施に関する研究 

1.東北地域の MSM における HIV 感染対策の企画

と実施 

東北においては、2013 年度 9 月の時点で昨

年度同時期と比べ 29 名の新規感染者が報告さ

れた。幸運なことに爆発的な増加のきざしは

ないが、「いきなり AIDS 率」は相変わらず高

値で 47％であった。こうした状況を改善する

ために、種々の職種への研修会等の実施に加え、

CBO・やろっこによるゲイコミュニティセンタ

ーを軸にした MSM への啓発活動、行政と連携し

た HIV 抗体検査の受検促進への取り組みが行

われた。 

1)コミュニティセンターを基点とした啓発活動 

(1)コミュニティセンター来場者数 

MSM を対象とした community center ZEL の

来館者は2013年12月末時点で1,422名、2012

年度の同期間の 107％(1322 名)、2011 年度の

97％(1466 名)である。新規来館者数は 107 名

で 2012 年度同期間(81 名)と比べて 132％と増

加した。前年度は新規来館者数が減少傾向にあ

ったことから community center ZEL の周知や

新規来館を促す新たな企画(イラスト展など)

による効果と考える。 

(2)MSM に向けた啓発活動 

コンドーム配布は、4 月から 12 月までの 9

ヶ月間でゲイバーとハッテン場の計 16 店舗に

計 3900 個配布した。また、コンドーム使用を

促すための資材(ポスターとカード)を東北全

域の MSM 向け商業施設 32 店舗に配布した。 

community center ZEL では、上記の商業施

設へのアウトリーチ活動に加え、クラブイベン

ト(2 回)、バレー大会(2 回)などのイベント等

を通して HIV に関する情報提供を行った。 

震災後、宮城県、特に仙台市では、復興需要

により流入人口が増加していることから、転入

者を対象にZELの周知とHIVの情報提供を行う

「仙台デビュー」を年 4 回実施、のべ 33 名の

参加があった。 

仙台市エイズ即日検査会の MSM 向け広報資

材（ポスターとカード）啓発資材は、2012 年

度に引き続き、2013 年度もをゲイバーなど、

MSM 向けの商業施設に配布し、HIV 検査の啓発

を行った。 

 

2)行政、検査施設との連携 

仙台市の HIV 検査については、ZEL が 2010 年

の開館以来定期的に発行しているフリーペー

パー（2013 年度は年 4 回発行）にも情報を掲

載し、HIV 検査の受検促進をはかった。 

 

3)MSM における啓発介入評価調査 

宮城県内6保健所でHIV抗体検査受検者を対

象に実施した質問紙調査では、受検者に占める

MSM 割合は 2012 年 10.4％から 2013 年 12.3％

とやや増加した。仙台市の HIV 抗体検査受検者

に占める MSM 割合は 2008 年 4.5％、2009 年

5.0％、2010 年 5.8％、2011 年 7.5％、2012 年

10.1％と上昇した。さらに MSM 向けに CBO が広

報した即日検査会では、MSM 割合は 2010 年 12

月実施が10％であったのに対して2013年 6月

実施は 28％と著しい増加となった(図 3)。 



 

4)まとめ 

東北(仙台）のゲイコミュニティへ向けた啓

発（企画、実施、評価）の体制作りが ZEL を中

心とした活動により進みつつあり、保健所受

検者の中で MSM の占める割合が増加してきて

いる。仙台市エイズ即日検査会で MSM の受検者

割合が顕著に上昇したことは、行政と CBO が連

携し、CBO がコミュニティに向けて実施した啓

発活動の結果といえる。 

東北地域では診断時のAIDS発症率が47％と

高く、これには中高年の受検率が低いことが関

連している。この状況を改善するには、保健医

療職者の HIV 感染症への意識を高め、HIV 抗体

検査の機会を増大すると共に CBO による啓発

活動を進める必要がある。今後も東北各地域

の MSM との接触機会を増やし活動範囲を広げ、

HIV 感染拡大に対する予防啓発活動を積極的

に進めていく必要があり、協力可能な CBO と

連携を強め、MSM におけるゲイコミュニティ

の理解を得つつ、より効果的なプログラムを

開発・提供し、彼らの行動変容が可能になる

ようにしてゆく必要がある。そのためには戦

略的に行政等の機関への提言を行い、より広

い連携体制を継続的に構築してゆくことが今

後も求められる。 

 

 

 

 

 

 

2.首都圏の MSM における HIV 感染対策の企画と

実施 

啓発普及活動は、コミュニティセンター

akta を基点としたコミュニティベースの活動、

および特定非営利活動法人(以下、NPO 法人)

ぷれいす東京と NPO 法人 akta の協働体制であ

る「MSM 首都圏グループ」によって行われた。 

1)コミュニティセンターを基点とした啓発活動 

(1)コミュニティセンター来場者数 

2013 年 1 月１日～12 月 31 日の来場者数は

5,787人で、初来場者は1,269人(21.9％)であ

った。2003 年 9 月に開設されてからの述べ来

場者数は 94,931 人となった。来場者からの相

談には、「HIV 陽性者として(仮になったとき)

の生活・制度・支援」、HIV 感染不安、HIV 検査

に関する相談・報告等が多くを占め、また医療

機関に関するものやメンタルヘルス領域とし

て薬物使用に関連するものもみられた。 

(2)啓発資材の作成と配布 

コミュニティペーパーakta と TAKE FREE 

CONDOM を作成し、これらのツールを DELIVERY 

BOYS、ADULT DELIVERY、資材発送により配布し

た。定期的に施設に訪問配布することで配布

先の対象者との信頼関係の構築、コミュニテ

ィの情報把握となっている。新宿二丁目バー

およびクラブ 165 店舗、性風俗店およびポル

ノショップ 47 店舗などのゲイ向け商業施設、

また、行政・教育・医療・研究機関等 40 施設、

保健所 49 施設、そして HIV 関連の CBO/NPO15

施設に配布を行ってきた。 

(3)予防行動促進キャンペーン—akta safer 

sex campaign 2013 

ゲイコミュニティのキーパーソンとの連携

を構築、強化しながら、MSMの HIVの感染予防

の普及啓発に関して新規性、およびより訴求

性のあるメッセージを発信するキャンペーン

とプログラムを新たに企画、実施した。昨年

度に続き、2013年 7月から10月にかけて展開

した「akta safer sex campaign 2013」では、

首都圏地域のバーなどゲイ向け商業施設(200

店舗)、ハッテン場(15 店舗)との協力関係を

構築、強化し、セーファーセックスに関する

メッセージを伝えるカード、オリジナルコン

図3 東北地域のMSMにおけるHIV感染対策の企画と実施
-NGO・保健所連携による即日検査でのMSM割合の増加-
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ドーム、ポスター等を制作、配布した。 

(4)Living Together 計画 

「全ての人が HIV とともに生きている」とい

うリアリティを共有するためのプロジェクト

として、NPO 法人ぷれいす東京と akta の協働

のもとに 2003 年より実施してきた。社会にお

ける HIV/エイズ、HIV 陽性者やその周囲の人

たちの存在を可視化し、人々に HIV の問題に

対して向き合うことを促すプロジェクトであ

る。若年層を対象とする「akta tag tour」を

2012 年 8月より開始している。 

 

2)行政、検査施設との連携 

MSM 首都圏グループは、戦略研究が終了した

後も、ゲイ向け商業施設のある新宿、上野・

浅草、新橋、渋谷、横浜の地域で MSM に向け

た HIV 感染対策に取り組んでいる。東京都、

神奈川県、千葉県、埼玉県で商業施設のない

地域には、マスメディアやウェブなどのメデ

ィアを介して啓発普及を行った。 

(1)エイズ対策事業に関する意見交換会 

2011 年度より開始した意見交換会は、厚生

労働省の定める年 2 回の検査普及週間(6 月、

12 月)にあわせて実施している。首都圏にお

ける各自治体担当者、協力保健所・公的 HIV

検査機関等を対象に意見交換会参加を呼びか

け、①MSM 首都圏グループの取り組みと成果の

報告、②保健師(検査担当者)を対象とする研

修会の説明、③首都圏居住の MSM を対象とす

る、HIV 検査促進の啓発資材「ヤローページ」

の企画説明と臨時・定例検査情報の提供依頼、

④HIV 受検者アンケートの説明および速報と

協力依頼、⑤各地域担当者との情報交換を行

っている。今年度は、東京都、神奈川県、千葉

県、埼玉県の担当者・保健所等の HIV 検査担

当者の参加があった。 

MSM 首都圏グループが基点(ハブ)となり、

CBO/NPOと自治体、保健所・公的HIV検査機関

との行政区域を越えた意見交換の場をもつこ

とで、経験の共有にとどまらず、MSM を対象

とした HIV 検査普及のための戦略および体制

づくりにつながった。 

(2)HIV 検査担当者を対象にした研修会 

戦略研究の項で述べたが、東京都、神奈川県、

千葉県、埼玉県の HIV 検査担当者を対象とし

た研修会を各自治体と協働して企画・実施し

た。内容は HIV 陽性者やその周囲の人々の書

いた手記リーディング、セクシュアリティ理

解、首都圏のMSMにおけるHIV感染の疫学動向、

そしてMSM受検者やHIV陽性者への相談・対応

に関する当事者参加による模擬体験であり、各

自治体と協働して企画・実施した。 

東京都(6 月 21 日)は 22 名、神奈川県(11 月

１日)は 19 名、千葉県(10 月 22 日)は 13 名、

埼玉県(10 月 4日)は 13 名が参加した。 

(3)MSM を対象とする検査普及資材「ヤローペ

ージ」の企画、作成、配布 

MSM が利用する首都圏のゲイスポット情報

(ゲイ向け商業施設およびその周辺地域のマッ

プ)と、MSM が安心して受けることのできる保

健所・公的 HIV 検査施設の通常検査・臨時検

査情報、そして MSM の文脈で編集をした HIV

の基礎知識、支援・相談情報を掲載した啓発

冊子を企画・制作し、首都圏のゲイ向け商業

施設を対象に配布を行った。 

ゲイ向け商業施設の掲載ガイドラインは、

①本誌「ヤローページ」等、HIV や性の健康に

関する情報グッズの設置に協力する、②MSM

首都圏グループが企画・編集する「ヤローペー

ジ」への店舗情報の掲載を希望する、③違法・

脱法ドラッグの利用を禁止している、④違

法・脱法ドラッグの販売を行っていない、の

4 点とした。このガイドラインについて回答

のあった新宿、上野・浅草、新橋、渋谷、横

浜、千葉、さいたまなどのゲイ向け商業施設

294 店舗(2012 年度 289 店舗)の情報掲載を行

った。 

保健所・公的検査機関についても、①都県

と MSM 首都圏グループが実施する、検査従事

者を対象とした MSM 対応のための研修会への

参加、②エイズ対策のための意見交換会への

参加、③施設での MSM 首都圏グループや akta

が手がけた資材の活用、④HIV 検査の結果告

知(陽性/陰性)の方法の情報共有、を掲載のた

めのガイドラインとした。これらを満たして

いる東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県の 63



施設(2012 年度は 56 施設)を掲載した。2011

年度より広報対象の検査施設に埼玉県下の保

健所・公的 HIV 検査機関の参加に加え、東京

都、神奈川県、千葉県の新たな施設について

も追加して参加があり、検査情報のカバーエ

リアを拡大した。 

2013 年 11 月に「ヤローページ 2013 秋冬号」

8,000 部を、477 ヶ所のゲイ向け商業施設等へ

のアウトリーチを通じて配布した。これらの商

業施設をコンタクトポイントとして、利用する

MSM に情報発信を行うことができた。なお今年

度は予算が減少したため、昨年度のように 6

月の検査普及週間に縮刷版「ヤローページ」を

発行することはできなかった。 

(4)相談体制の整備と広報 

「HIV マップ」は、MSM に向けて HIV 検査普

及啓発を行うのに先だつツールとして、HIV

感染不安や HIV 陽性告知後の不安等に対応し

た支援・相談の情報を提供している。このサ

イトには、MSM 首都圏グループが紹介する保健

所・公的 HIV 検査施設等の検査情報が「あんし

ん HIV 検査サーチ」としてウェブ上での広報を

行っている。他に HIV/エイズの基礎情報を伝

える「HIV/エイズガイド」、疫学やこれまでの

調査から明らかになっているMSMとHIVに関す

るファクトを伝える「データでみる、ゲイ・バ

イセクシャルと HIV/エイズ情報ファイル」な

どのコンテンツを備え、HIV の総合情報サイ

トとなっている。 

本 サ イ ト 利 用 者 の 動 向 は 、 google 

analytics を用いてモニタリングを行ってい

る。2013 年度「HIV マップ」の訪問者数(セッ

ション数、2013 年 4 月１日～12 月 31 日)は

103,461 件(月平均 11,495.7 件)で、そのうち

新規訪問者割合は 69.1%であった。ページビ

ュー数は 286,177 ページであり、訪問者平均

ページビュー数は 2.77 ページであった。 

 

3)首都圏の MSM における啓発介入評価調査 

(1)HIV抗体検査受検者を対象とした質問紙調査 

2013 年 1月～9月末の受検者数、HIV 抗体検

査陽性判明数(陽性率)、質問紙回収数(回収率)

は、南新宿検査・相談室を除く東京都内保健所

(以下、東京都内保健所) が 5,765 件、22 件

(0.38%)、4,463 件(77.4%)、南新宿検査・相談

室が 7,351 件、66 件(0.9%)、3,464 件(47.1%)、

神奈川県内保健所等2,950件、12件(0.41%)、

2,734件(92.7%)、千葉県内保健所1,270件、1

件(0.08%)、1,042 件(82.0%)であった。HIV 陽

性判明率は、南新宿検査・相談室が 0.9％と高

く、保健所等はその 1/2-1/3 であった。受検者

アンケートの回答率は南新宿・相談室が低かっ

たが、保健所等は比較的良好であった。 

回答者に占める MSM 割合は東京都内保健所

(南新宿検査・相談室を除く)15.7％、南新宿

検査・相談室 27.1％、神奈川県内保健所等

12.5％、千葉県内保健所 6.2％であった。 

首都圏チームの広報資材の認知割合、

HIV/STI や検査に関する知識の正答割合、相

談場所の認知割合は、どの地域においても MSM

が MSM 以外男性、女性の受検者層に比して高か

った。MSMの首都圏のCBO活動や資材の認知割

合は東京都内や南新宿検査・相談室ではそれ

ぞれ 30%を超え、神奈川県内、千葉県内保健

所においても 20%以上が認知していた。MSM は

主にCBO活動や資材を通じてHIVや他の性感染

症の情報を得ていることが示唆された。 

(2)コミュニティネットワークを用いた MSM を

対象とする性の健康、HIV/AIDS 感染予防行

動に関する質問紙調査-GCQ アンケート- 

GCQ アンケートから、24 歳以下の年齢層は

HIV 検査の受検意図を有する割合が 77.4％で

あるが、実際に受検した者は 58.5％と 20％ほ

ど低い割合であった。この年齢層は、友人・知

人での HIV 陽性者の存在を回答した割合も

30％と他の年齢層より 10％以上低いことが示

された。また予防行動では、コンドーム常用率

が他の年齢層と共に 40％台であった。これら

のことは、今後は MSM に向けた取り組みとして、

若年層への HIV 感染シフトに対応した啓発介

入を展開する必要があることを示唆している。 

akta が発信する資材等を「読んだ」、「受け

取った」の回答は、首都圏在住 MSM の 1/3 から

1/2 を占め、活動の継続による訴求の高さが示

されている。 

 



4)まとめ 

MSM 首都圏グループは、1)首都圏のエイズ対

策事業に関する意見交換会、2)保健所等の

HIV 検査担当者を対象とした研修会、3)MSM を

対象とした、HIV 検査受検行動促進のための

啓発プロジェクト「ヤロープロジェクト」の普

及と開発、4)HIV のリアリティを伝える

Living Together プロジェクトの新たなアプロ

ーチの試行、5)HIV 感染予防啓発のためのセ

ーファーセックスキャンペーンの企画、実施、

6)支援・相談体制(ウェブサイト「HIV マッ

プ」)との連動、7)コミュニティセンターakta

の継続的な運営によるゲイコミュニティへの

普及啓発の基盤維持、8)首都圏の MSM 集団に

おける啓発介入の評価調査の体制整備と実施

を行った。 

コミュニティセンターakta を軸に継続して

きたこれらの啓発活動は MSM の 1/3 から 1/2

に訴求している。一方で若年層への HIV 感染の

シフトが示されており、これらの世代を含め

た新たな啓発介入が必要となっている。 

 

3.東海地域のMSM におけるHIV 感染対策の企画と

実施 

1)コミュニティセンターを基点とした啓発活動 

(1)コミュニティセンター来場者数 

2013 年 4 月から翌年 1 月までの総来場者数

は2,490名で前年度比122％の増加、初来場者

数は141名で前年度比59.2％であった。毎年6

月に開催される臨時 HIV 検査会イベント

NLGR+2013 の開催説明会や活動報告会はコミ

ュニティのキーパーソンであるゲイバーのマ

スターの来場誘致となった。また、イベントや

各サークルのミーティング利用はコミュニテ

ィセンター来場者数の誘致となった。 

(2)MSM に向けた啓発活動 

20 代や名古屋地区に移動して地元のゲイコ

ミュニティとの接触が少ない MSM を主な対象

とした「友達づくりイベント『JOINT』」を HIV

関連情報を加えつつ毎月開催した。コミュニ

ティペーパー「HANA」を 4 回にわたり各 3000

部を配布した。表紙デザインを地元のバーマス

ターを掲載するなどに変えたことでバーから

の資材配布につながるなどの効果があった。

NLGR+やＭ検などの HIV 検査会の広報ポスター、

啓発用コンドームなどを、バー、ハッテン場、

クラブイベント等に配布した。 

 

2)行政、検査施設、他団体との連携 

行政及び医療機関との協働により、昨年に

続き MSM 向け臨時 HIV 検査会を実施した。名古

屋市の事業として国立病院機構名古屋医療セ

ンターが実施する 6 月と 12 月の MSM 向け HIV

検査会が行われた。また、名古屋市、愛知県と

はエイズ対策会議への参加、MSM への保健所

検査の広報等を協力した。 

(1) Nagoya Lesbian & Gay Revolution(NLGR+) 

HIV/AIDS の啓発イベントとして開催する

NLGR+と連動し、初日採血・翌日結果通知とす

る検査会が名古屋市事業として国立病院機構

名古屋医療センターによって実施された。今

年の NLGR+検査会では、イベント会場である

池田公園から徒歩 10 分ほどに位置する中保健

所で実施することができた。ALN は NLGR+の広

報により検査会を周知した。2013 年受検者数

は 408 件で前年度比 145.2％となった（2012

年 281 件、2011 年 254 件、2010 年 189 件）。HIV

陽性割合は2.7％(2012年 1.4％、2011年 1.6％、

2010 年 3.2％）であった。 

(2) M 検 in 名古屋 

2013年12月に即日検査として実施した。受

検者数は104件(2012年 94件、2011年 106件、

2010 年 33 件）、HIV 陽性割合は 0％(2012 年

2.1％、2011 年 1.9％、2010 年 0％)であった。 

(3)他団体との連携 

名古屋地域を中心に活動する陽性者支援団

体 secret base が設立され、予防啓発活動や検

査会受検促進での連携、陽性者限定のピアミー

ティングやメール相談が行われている。また、

セクシュアルマイノリティ全般を対象として

活動する NPO 法人 PROUD LIFE は、コミュニテ

ィセンターで電話相談事業を行っている。 

近年、薬物利用がトリガーとなって HIV に感

染する MSM が増えていることから、薬物利用

に対する知識と依存症から脱却を支援する

NPO 法人三重ダルクとの連携を図った。感染不



安の相談から薬物利用の告白に至るケースや

自助ミーティング中にセクシュアリティのカ

ミングアウトがあるなど、お互いが経験した

問題点を共有し、薬物利用者に対面および電

話にて対応する姿勢などの講習を行った。 

 

3)東海地域の MSM における啓発介入評価調査 

(1)HIV抗体検査受検者を対象とした質問紙調査 

愛知県および名古屋市の 16 保健所における

HIV 抗体検査受検者を対象にした質問紙調査

を 2013 年 1 月～9 月まで実施した。有効回答

2,828 名、MSM は 458 名(16.2％)であった。ALN

の啓発資材への接触経験がある MSM は再受検

率が 83.1％と高く、感染不安を感じた場合の

相談先の認知、その他の広報資材への認知も高

かった。ALN の啓発資材によって受検促進に一

定の効果を与えていることが示唆された。その

一方で、不特定の男性との過去 6ヶ月間のコン

ドーム常用率は 4割と低く、資材への接触経験

のない層と差が見られていないことから、予防

行動を促進する啓発の企画にさらに取り組む

必要がある。 

(2)コミュニティネットワークを用いた MSM を

対象とする性の健康、HIV/AIDS 感染予防行

動に関する質問紙調査－GCQ アンケート－ 

 東海地区在住の MSM におけるインターネッ

ト質問紙調査を実施し有効回答数 364 名を得

た。過去の抗体検査受検率は 70.1％で、昨年

度のGCQアンケート60.8％よりも10%増加して

いた。また、過去 6ヶ月間に友人や知り合いと

HIV 感染について話した経験がある割合は

57.1％で、昨年度 50.8％よりも意識が高くな

っていることが示された。アナルセックス経験

者は 92.3％であるのに対して、アナルセック

スの相手が特定であるか非特定であるかに関

係なく、過去 6 カ月のコンドーム常用率が

43.1％で、昨年度 39.5％とほぼ同等であった。 

ALN の啓発資材への接触が受検促進に対し

ては一定の効果が見られたが、予防行動への変

容には十分につながっていない。 

 

4)まとめ 

当地域 MSM によって構成される ANGEL LIFE 

NAGOYA との協働で企画および実施を行ってき

た。陽性者支援団体であるsecret baseとの連

携で、陽性者に限定した曜日のセンター利用

を設け、またピアグループミーティングとメ

ール相談を実施した。また、他団体との連携

においては行政だけではなく、依存症の自助

会である NPO 法人三重ダルクとの連携により、

MSM にも多く薬物依存と感染予防促進に向け

た情報交換を行った。 

行政及び医療機関との協働による MSM 向け

HIV 検査会を継続実施した。質問紙調査からは、

抗体検査の生涯受検率は増加し、受検促進に一

定の効果を上げていることが示される一方、東

海地域のエイズ患者の割合は高く、新規エイズ

患者の発生を改善するには、より受検機会を

増やす取り組みが必要である。また、コンドー

ム常用率が 40％台であり、予防行動を促進す

る啓発が望まれている。 

 

4.近畿地域のMSM におけるHIV 感染対策の企画と

実施 

1)コミュニティセンターを基点とした啓発活動 

(1)コミュニティセンター来場者数 

来場者数は、2013 年 4 月～12 月末で 5,619

名、月平均 624.3 名が来場した。初来場者は

月平均 63.1 名で期間全体としては 568 名であ

った。来場者数はほぼ昨年と同数であり、初

来場者数は微増傾向にあった。幅広い年齢層

に届く広報や企画を推進し、新規利用者の獲

得と、相談と予防情報の提供を確実に行える

予防・支援拠点としての充実を目指すことが

今後も重要と考える。 

(2)MSM に向けた啓発活動 

月刊のコミュニティペーパー「SaL+」ではエ

イズ予防/セクシュアルヘルス関連情報を前面

に押し出した内容として継続した。2013 年 4

月～12 月末までに月平均で 187 店舗および 45

団体に 21 名のボランティアが約 6,365 部を配

布した。また、SaL+とは異なる中高年層を対

象としたコミュニティペーパー「南界堂通信」

を、「SaL+」とは異なる中高年層を対象として、

彼らのセクシュアルヘルス、ライフスタイル、

教養を三つの柱として制作した。2013 年 4 月



〜12 月の期間に計 3回（5月,8 月,11 月）発行

し、平均195店舗、45団体に21名のボランテ

ィアが 1,804 部配布した。利用者から「字が大

きくて読みやすい」「中高年向け資材の発行を

待っていた」などの声が寄せられた。新たにプ

ログラムの担当者を置き内容の拡充と体制の

強化を図った。記事内容に医師等の医療従事

者へのインタビューや、地域の歴史、中高年

特有の疾患などに合わせて、エイズ関連の情

報を掲載している。 

STI 勉強会「SEX & LIFE 勉強会」を毎月の

テーマを変えて開催し、延べ 39 名の参加があ

った。若年層ネットワーク構築支援プログラ

ム「Step」は 2013 年 4 月〜12 月に計 11 回の

企画を実施し、参加者は合計 172 名、そのうち

初参加者が 25 名であった。 

 

2)行政、検査施設との連携 

(1) STI クリニックでの受検促進プログラム 

エイズ予防のための戦略研究で構築された

STIクリニックでの受検促進プログラムを3ヶ

月毎に 2 回実施した。昨年度のハッテン場ロ

ッカーにおける広報資材提示を継続実施し、検

査は2013年8月〜9月末と、2013年12月～2014

年 2月末の 2回とした。広報は、初回は 7月よ

り、2回目は 11 月より実施した。1回目の受検

者数は 222 名（昨年実施した同様のキャンペー

ンでは実施期間が 3ヶ月で 189 名の受検者）で

あった。受検者のうち、HIV 陽性が 6名（陽性

率 2.7%）、梅毒（要治療患者）が 5 名、B 型肝

炎抗原陽性が 1 名、C 型肝炎抗体陽性が 1 名、

クラミジア抗原陽性が（通常検査受検者 68 名

中）2名であった。通常検査の受検者は 68 名、

迅速検査の受検者が 154 名であった。 

昨年同様、クリニック・診療所の医師が陽性

結果を伝える際には相談支援に関する資材も

紹介しており、この資材から陽性者への支援プ

ログラムを知って利用したことが確認された。

クリニック・診療所と地域の支援サービスと

の連携ができている。 

クリニック検査受検者アンケート回答者は

209 名(回収率 94.1％)で、居住地は 74.2％が

大阪府内、性的指向がゲイであった割合は

72.7％であった。 

HIV 検査の受検経験では、今回が初めての

受検と回答した人は 22.5％であった。本キャ

ンペーンを利用したことがある人は 43.5％で

あった。 

過去 6 ヶ月間の有料ハッテン場とバーの利

用割合は、両方利用者が 27％、ハッテン場の

み利用者が 34％、バーのみ利用者 17％、両方

利用なしが 22％であった。施設利用経験別に

受検経験をみると、初受検者割合はハッテン

場のみ利用者で最も高く 27％であり、次いで

両方利用なしが 26％であった。dista の認知割

合は 66％、「SaL+」59％、「南界堂通信」12％

であった。 

(2)クリニックで HIV&梅毒検査受けてみるキ

ャンペーン 

「クリニック検査 1,000 円キャンペーン」の

ノウハウを活かし、若年層向けの新たな検査機

会の創出とすることを目的に、大型クラブイベ

ント(計 1,300 名)参加者全員にキャンペーン

資材を配布し、周知した。6ヵ所の診療所・ク

リニックの協力を得て、無料で HIV と梅毒の検

査が受けられる企画としたが、検査期間中 6

名の受検者であった。 

(3)プロフェッショナル・ミーティング（PM） 

この企画は検査事業に関わる専門職者がセ

クターを越えたネットワークを構築する場を

恒常的に創出することで、大阪地区 HIV 予防

と検査をめぐる環境を向上させることを目的

としている。2012 年は、7 月(21 名)、2 月(20

名)の計 2回実施した。2013年は 5月に実施し、

参加者は 18 名、参加機関 10 機関(大阪府地域

保健感染症課、堺市保健所、四条畷保健所、

池田保健所、大阪市北区、淀川区、大阪市保

健所、特定非営利活動法人 CHARM、スマート

らいふネット、大阪府立公衆衛生研究所）であ

った。参加者アンケートには「NPO・CBO と行

政の情報共有・課題共有の場となった」「他行

政の取り組みを知ることができた」といった記

述がみられ、行政枠組みを超えた情報共有・

課題検討の場になった。 

(4)大阪府の検査場面における MSM への対応研

修会 



検査場面におけるHIV相談について、MSM対

応の模擬体験を主に行うプログラムを企画、実

施した。検査に関わる保健師の MSM への対応

の準備性を高める事を目的とした。 

2013（平成 25）年 10月 25日に受講者14名、

11 機関(吹田保健所、茨木保健所、枚方保健

所、守口保健所、藤井寺保健所、富田林保健

所、和泉保健所、泉佐野保健所、堺市保健所、

東大阪市西保健センター、スマートらいふネ

ット)の参加であった。 

 

3)介入プログラムの効果評価 

(1)HIV抗体検査を受検者を対象にした質問紙調査 

大阪府内の 15 箇所の保健所の協力を得て

HIV 検査受検者を対象とした質問紙調査を実

施した。本分析では 2013（平成 25）年 1月か

ら 9月末に得られた回答者を対象とした。 

2013年度の受検件数は10,253件で、陽性判

明数は41名(0.40%)であった。質問紙は8,499

名の回答を得た(回収率 82.9%)。MSM、MSM 以外

男性、女性の 3 群に分類し、各群における差

異、MSM 群における CBO 活動や資材の認知の有

無別の差異を検討した。chotCAST なんばとそ

れを除く大阪府保健所に分けて分析した。 

 大阪府内の保健所受検者について MSM 以外

男性受検者、女性受検者、MSM 受検者別にみ

ると、居住地はMSM以外男性やMSMでは大阪府

以外からの受検者が１割以上いた(p=0.01)。

健康保険未加入割合はMSM以外の男性4.0％、

女性 6.8％、MSM8.0％で、MSM が他に比べ高か

った(p<0.01)。また過去 6 ヶ月間にお金をも

らった性交経験はMSM以外の男性0.8％に比し

て 女 性 13.1 ％ 、 MSM10.7 ％ は 高 か っ た

(p<0.01)。性感染症既往でも MSM 以外の男性

20.0％に比べ女性 31.8％、MSM33.8％が高か

った(p<0.01)。 

 chotCAST なんばの受検者では、大阪府以外

からの受検者割合が保健所受検者より高く、

大阪府近隣からの利用が多いことがうかがえ

る。 

MASH 大阪による活動や広報の認知割合は大

阪府内の保健所受検者ではMSMが27.4％とMSM

以外の男性、女性に比して高かった(p<0.01)。

chotCAST なんばでも MSM 受検者は 30.3％と高

かった(p<0.01)。 

 大阪府内の保健所受検者でも chotCAST なん

ば受検者においても MASH 大阪資材等の認知群

は再受検割合が非認知群に比べ高く、HIV や

性感染症について友達に相談｢できる・できる

と思う｣割合や相談場所の認知割合が非認知群

に比べ高かった。 

(2)コミュニティベース質問紙調査-GCQ アン

ケート 2013- 

近畿地域在住のゲイ・バイセクシュアル男

性およびMSMにおけるHIVを含む性感染症に関

連した状況や行動を年齢層別に把握した。

2013年 4月 7日から 7月 15日までの約 3ヶ月

間、MASH 大阪の配布した QR コードによって

1,504 名の回答を得た。重複回答を除く、近

畿地域在住のゲイ・バイセクシュアル男性お

よび MSM は 790 名(有効回答率 52.5％)と他地

域の QR コードから回答した近畿地域在住のゲ

イ・バイセクシュアル男性および MSM が 153

名、合わせて 943 名を分析対象とした。 

 24歳以下(253名、26.8%)、25-29歳(264名、

28.0%)、30-34 歳(180 名、19.1%)、35-39 歳

(127 名、13.5%)、40 歳以上(119 名、12.6%)の

5 カテゴリーに分類し分析した。 

全体ではゲイであると回答する割合は

83.0％であり、独居割合は 49.2％、既婚割合

は 1.0％、健康保険未加入割合は 2.5％であっ

た。生涯におけるゲイ向け商業施設利用割合

はゲイバーが最も高く 87.6％、次いでスマー

トフォンのゲイ向けアプリ 74.9％、ゲイナイ

ト 72.9％、携帯出会い系サイト 69.6％等であ

った。ゲイバーやゲイナイト、有料のハッテ

ン場等は年齢層が高いほど利用割合が高かっ

た。 

 生涯の HIV 抗体検査受検割合は、40 歳以上

が 75.6％と最も高く、年齢層に差異があった 

(p<0.01)。また過去１年間の HIV 抗体検査受

検割合は 30-34 歳が 45.0％、次いで 25-29 歳

39.8％、35-39 歳 33.1％、24 歳以下 32.0％、

40歳以上26.9％であった(p=0.01)。2012年度

の調査結果においても過去 1 年間の受検割合

は 30-34 歳が 39.5％で最も高かった。MASH 大



阪が主に対象としてきた年代層で過去 1 年間

の受検割合が高く、介入の効果の可能性が示唆

される。 

コミュニティセンターの来場経験割合は全

体では 32.4％、年齢層別には 35-39 歳が

40.9％で最も高く、年齢層で差異があった

(p<0.01)。コミュニティペーパーの既読割合

は全体では 58.4％、年齢層別には 35-39 歳が

75.6％と最も高く、次いで40歳以上71.4％、

30-34 歳 69.4％、25-29 歳 53.0％、24 歳以下

41.5％であった(p<0.01)。南界堂通信の既読

割合は全体では 6.5％、年齢層別には 40 歳以

上が 15.1％で最も高かった(p<0.01)。 

 コンドーム使用状況については年齢層にお

ける差はみられず、全体で 48.2％と低い割合

にとどまっていた。一方で検査行動に関して

はこれまでの啓発介入が届いていた年代層

(25-39 歳)では、再受検も含めて検査行動が

促進された可能性が考えられる。しかし MASH

大阪の活動の接触については 24 歳以下では来

場経験割合や既読割合が低く、介入の浸透度

は低いと考えられる。 

 

4)まとめ 

プログラムはおおむね計画通りに継続され

た。コミュニティセンターの月平均初来場者

数は、昨年度 59.1 名であったが、本年度は

63.1 名とやや持ち直し、特に 9 月以降は 78.3

名まで上昇し、高い来場者率を保っている。 

コミュニティペーパー「SaL+」は、長期間継

続的に実施され、量的、質的エビデンスも蓄積

されてきているが、若年層の活字離れという要

因もあってか、ターゲット層への訴求力が弱

まっていることは否定できない。中高年層向

けのメディア「南界堂通信」は調査の結果比較

的順調にターゲット層に浸透している。 

エイズ予防のための戦略研究によって整備

されたプログラムの多くが「同性愛者の HIV

に関する相談・委託事業」によって引き継がれ、

大阪地域に定着しつつある。クリニック検査

1,000 円キャンペーンは自治体（大阪府）の予

算のみで実施することが出来、全てのハッテ

ン場のロッカーにマグネットポケットを設置

して資材を配置する広報活動は他の地域への

モデルともなる。 

地方自治体が進める「予防指針」策定作業へ

の参画、保健師研修への協力などの点におい

て、行政との協働事業に進展が見られた。 

大阪府内保健所や chotCAST なんばの MSM 受

検者における MASH 大阪の活動の認知割合は約

3 割であり、認知群では非認知群に比べ相談

場所などの支援情報を得ている可能性も示唆

された。受検者における MSM 割合や活動認知

割合は今後の介入を進めていく上で基礎資料

となる。 

総じて今後の介入の方向性として 24 歳以下

の受検行動の促進が必要である。また年齢に

限らずコンドーム使用行動を促進させる取り

組みが必要と考えられる。 

 

5.福岡地域のMSM におけるHIV 感染対策の企画と

実施 

1)コミュニティセンターを基点とした啓発活動 

(1)コミュニティセンター来場者数 

コミュニティセンターへの来場は MSM が直

接予防啓発事業に触れることなるため、その

来場は重要である。2013年 12月までの総来場

者数は 1,703 名(前年比 104％)、うち新規来場

者数は 125 名（前年比 63％）であった。新規

来場者数は減少傾向であったものの、サーク

ルでの利用などは増加し総来場者数では前年

比を上回っており、地域に根ざした拠点とし

ての定着が見られた。 

(2)啓発資材の作成・配布 

コミュニティペーパー・season は 9 月に開

催された 3rd RED RIBBON GAMES のパンフレッ

ト作成に伴い、予算の都合から 1 号休刊し#32

号～#33号の計2号を作成し配布した(#34号は

2014 年 2月発行)。 

(3)HIV 陽性者ピアサポートプログラムの試行 

2 回のプログラム参加者は全員新規参加で、

参加者からはセルフマネージメントが向上し

たとの声を聞くことができた。今後は広報を中

核拠点病院にも広げ、定期的な開催を目指し

たいと考える。福岡における HIV 陽性者の受

け皿となるよう、運営を安定させることが課



題である。 

(4)ゲイコミュニティとの協働 

3rd RED RIBBON GAMES(RRG)参加者数497名、

観客を含め多数の MSM への啓発機会となった。 

 

2)行政、検査施設との連携 

(1)福岡市 

①特例即日エイズ検査の広報資材とオリジナ

ルデザインのコンドームを作成し、MSM 向け

商業施設に配布した。 

②セクシュアリティ理解のための研修会開催 

 主に福岡市内保健所の検査従事者および職

員を対象に、検査相談対応の質の向上を目的と

したセクシュアリティ理解のための研修会を

企画し、2014 年 2月 7日に開催とした。 

(2)福岡県 

世界エイズデー夜間・休日検査の広報資材作成 

 福岡県が管轄する保健所で実施される夜

間・休日検査の広報のためのフライヤーを

5,000 部作成し、MSM 向け商業施設に配布した。 

(3)MSM 対象の HIV 即日検査キャンペーン 

受検者 18 名で、確認検査陽性は 0 名であっ

た。受検者数が少なかった要因として、キャン

ペーン実施期間が 2ヶ月弱と短く、広報が十分

に行き届く前に終了したことが考えられる。保

健所における検査数が低迷したまま回復の兆

しを見せない今、検査機会を拡大する取り組み

が必要である。 

 

3)MSM における行動科学調査および介入評価 

(1)HIV抗体検査受検者を対象とした質問紙調査 

827人(有効回収率64.2％)をMSM以外の男性

受検者、女性受検者、MSM 受検者に分類して分

析した。 

健康保険未加入割合はMSM以外の男性2.0％、

女性 4.0％、MSM6.1％で MSM では他に比べ高か

った(p<0.01)。また過去 6ヶ月間にお金をもら

った性交経験は MSM 以外の男性 1.5％、女性

9.6％、MSM8.4％であった(p<0.01)。LAF によ

る活動や広報の認知割合は MSM 以外の男性

3.8％、女性 4.8％、MSM30.5％であり、MSM で

高かった(p<0.01)。 

 MSM受検者におけるLAFによる活動や広報の

認知別では、認知群の再受検割合が 85.0％と

非認知群に比べ高かった(p=0.02)。 

(2)コミュニティベース質問紙調査－GCQ アン

ケート 2013－ 

 九州地域在住のゲイ・バイセクシュアル男性

および MSM 649 人を年齢層別に分析した。 

 独居割合は 52.7％、既婚割合は 2.3％、健康

保険未加入割合は 4.3％であった。生涯におけ

るゲイ向け商業施設利用割合はゲイバーが

92.9％と最も高く、次いでスマートフォンのゲ

イ向けアプリ 72.6％、ゲイナイト 68.7％、携

帯出会い系サイト 68.6％等であった。ゲイバ

ーやゲイナイト、有料のハッテン場等は年齢層

が高いほど利用割合が高く、スマートフォンの

ゲイ向けアプリやゲイ向けサークル等は

25-29 歳層が他の年代層に比べ高かった。 

 生涯の HIV 抗体検査受検割合は年齢層によ

って異なり 30-34 歳が 70.5％と最も高く、次

いで 25-29 歳 67.9％、35-39 歳 67.3％、40 歳

以上 55.4％、24 歳以下 50.4％であった

(p<0.01)。過去１年間の HIV 抗体検査受検割合

も年齢層によって異なり 25-29 歳が最も高く

41.7％、次いで 35-39 歳 30.8％、30-34 歳

30.1％、24 歳以下 38.8％、40 歳以上 22.8％で

あった(p=0.01)。24 歳以下および 40 歳以上へ

の検査行動促進の必要性が示唆された。 

コミュニティセンターの来場経験割合では

40 歳以上が最も高く 39.1％、次いで 35-39 歳

38.5％、30-34 歳 34.0％、25-29 歳 30.4％、24

歳以下 18.6％であった(p<0.01)。コミュニテ

ィペーパーの既読割合は 35-39 歳が最も高く

67.3％、次いで 30-34 歳 58.3％、25-29 歳

55.4％、40 歳以上 55.4％、24 歳以下 32.6％で

あった(p<0.01)。博多の検査行動促進キャンペ

ーンキャラクターの認知は 35-39 歳が最も高

く 52.9％、次いで 25-29 歳 50.0％、30-34 歳

45.5％、40 歳以上 38.0％、24 歳以下 35.7％で

あった(p=0.03)。コミュニティセンターやコミ

ュニティペーパーの接触状況には蓄積効果が

みられ年齢層が高くなると来場割合や既読割

合は高くなるが、新規のキャンペーンキャラク

ターの認知は40歳以上と24歳以下では他の年

齢層に比べ低かったと考えられる。 



 コンドーム使用状況については年齢層にお

ける差はみられず、全体で 41.9％と低い割合

にとどまっている(付表 8)。一方で検査行動に

関してはこれまでの啓発介入が届いていた年

代層(25-39 歳)では、再受検も含めて検査行動

が促進された可能性が考えられる。しかし 40

歳以上では介入効果はみられず、検査行動促進

にはいたらなかったと思われる。また 24 歳以

下では介入への浸透度が低く若年層向けに活

動を拡大していくことが望まれる。 

 

4)まとめ 

 コミュニティセンターの運営と、センターを

基点としたプログラムは概ね予定通り実施さ

れ、地域に根ざした HIV 感染予防啓発普及拠点

として機能していると考えられるが、MSM にお

ける感染拡大は依然持続しており、今後もさら

に訴求力のある企画やイベント、プログラムを

随時開発し、新規来場者の誘導と啓発普及を進

めていく必要がある。 

 個別施策層に対する予防啓発は、対象の属す

るコミュニティとの協働が必要不可欠である。

ゲイコミュニティのキーパーソンと協働し開

催してきた RRG が、今回で一旦の終了となった。

ゲイバーマスターなどキーパーソンの世代交

代や入れ替わりも進んでおり、ゲイコミュニテ

ィの現状に応じた新たな協働方法を模索しな

ければならない。 

新世代の若年層における新規 HIV 感染や、中高

年層の AIDS 発症増加など、MSM の HIV 啓発普

及における新たな課題が見え始めている。これ

まで各地域で実施されてきた MSM への啓発普

及の継続はもちろんの事、新たな課題に対する

取り組みを早急に検討し実施することが必要

である。 

 

6.沖縄地域のMSM におけるHIV 感染対策の企画と

実施 

沖縄県における HIV 感染の増大は大部分が

MSM 間で起きており、病期の進行した症例が

多くを占めていることが明らかとなり、MSM

における検査受検率を現状よりも高めて、感

染者を速やかに医療機関へとつなぐことが喫

急の課題と言える。  

1)コミュニティセンターを基点とした啓発活動 

(1)コミュニティセンター来場者数 

2013 年 4 月から 12 月までの総来場者数は

2,208人で前年の同期間の1,528人と比べて約

1.5倍増加した。そして新規来場者は170人で、

前年の155人から約1.1倍増加した。要因は今

年度立ち上がった若年層の性的マイノリティ

グループの利用が増えていることが挙げられ

る。 

(2)啓発活動 

「なんくる倶楽部 R」（ワークショップ形式

の予防に関するプログラム）は参加者も経験を

踏まえて予防について学ぶことができた。特

に参加者で啓発ポスターを作成するワークシ

ョップでは、HIV について楽しみながら考え

るよい機会となった。 

「大人の授業」では、性交渉で実際に使用す

るグッズを手に取りながら具体的な啓発を行

った。「Living Together café」では、沖縄在

住の陽性者の手記を聞くことで、HIV をより

身近に感じることとなった。特に離島では

HIV に関する質問が多数あり、関心を集める

プログラムとなった。宮古島、石垣島の各保

健所に訪問し、担当者とそれぞれ 1 時間程度

の意見交換会を行った。また他団体主催のイ

ベントでは幅広い層への啓発の機会となっ

た。 

ブラジル人 HIV 陽性者の講演会及び情報交

換会では、世界でもエイズ対策が進んだ国と

して高い評価を得られているブラジル社会の

背景について学び、陽性者自身と直接話すこ

とで HIV に対する偏見の軽減につながった。 

(3)mabui への誘導プログラム 

リョウコンは毎回 20 人近くの参加者があり、

好評価を得た。今年度より始めた mabui パー

リーでは 40 人前後の参加があり、新規来場者

もそれぞれ 5 人いた。廃刊になったゲイ雑誌

の展示には中高年や当時のゲイ・カルチャー

に関心のある MSM が来場した。 

(4)ゲイコミュニティへのアプローチ 

2 週間に 1度、ゲイバーへのアウトリーチを

継続し、nankr の存在が定着してきた。また今



年度からコミュニティペーパーのサイズが大

きくなったことで情報量が増えた。特に新し

く設けた県内ゲイ関連イベントスケジュール

は好評で、ゲイバーのマスター等からの情報

提供を積極的に行った。ゲイバーへのコンド

ーム補充は 4 月から 12 月までで 7,467 個で昨

年の同期間の 7,789 個とほぼ同数であった。 

人気漫画家のイラストによる啓発ポスター

はゲイコミュニティより高評価を得た。 

 

2)行政、検査施設との連携 

9 月に那覇市保健所、11 月に南部保健所で

行われた MSM 対象の休日検査の広報を行い、

MSM への検査促進を行った。受検者には、HIV

予防のための正しいローションとコンドーム

の使用方法を記載したカードをローション・

コンドームとセットして提供した。八重山保

健所、宮古保健所との協働で検査促進のポス

ターを作成し、ゲイ商業施設へは nankr 沖縄

が、他の施設には各保健所より配布した。 

 

3)MSM における行動科学調査および介入評価 

(1)沖縄県におけるMSMのHIV受検者の特性の解析 

沖縄県健康福祉保健部健康増進課の協力を

得て 3 ヶ所の保健所で実施した。2013 年 1-9

月末までの受検者1,464件中547人から回答を

得た(回収率 37.4%)。MSM は質問紙回答者中の

19.9％であり、CBO 活動・資材を認知している

MSMは、①25-34歳を中心に44歳以下で91.8％

を占める、②偽陽性の意味を把握している、③

家族より友人とのコミュニケーション環境が

構築されている、④HIV・性感染症に関する相

談支援制度を認知している割合が高い、⑤男性

との性交渉ではコンドーム装着率に差はない

が女性とでは有意に高い、⑥行政のホームペー

ジ以外の公的資材へのアクセスが高いことが

示された。 

(2)コミュニティネットワークを用いた MSM を

対象とする性の健康調査－GCQ2013 沖縄－ 

沖縄地域に在住する MSM の性行動の特性お

よび CBO 活動の評価分析を行った。2013 年 4

月 11 日～同年 7月 15 日に nankr 沖縄は QR コ

ードを 747 人に配布し 349 人の回答を得た(回

収率 44.9%)。 

主な結果として以下のことが挙げられた。①

ゲイ商業施設の生涯利用率は年齢が高くなる

につれて正の相関を認めた、②出会い系サイト

の利用率は年齢が高くなるにつれて負の相関

を認めた、③ゲイ向け合コンは 25-29 歳以上、

ゲイの乱パは 30-34 歳以上で急に増えていた、

④ハッテン場利用は年齢が高くなるにつれて

正の相関を認めた、⑤ハッテン場（公共施設）

の利用は 30-34 歳以上で急激に増加し、40 歳

以上が最も高く 50％超の割合であった。⑥生

涯の HIV 検査受検歴は 30-34 歳が 75.9％と最

も高く、全ての年代で 50％超であった、⑦過

去１年間の受検歴割合は 30％前後であった、

⑧保健所の即日検査と通常検査では 29 歳以下

では有意差がなく、30 歳以上では前者が 7％と

高かった、⑨nankr 沖縄の認知度は 30-34 歳が

90％と高く、24 歳以下で 56.6％と年代間で有

意な差を認めた。一方、コミュニティセンター

mabui の認知度はどの群でも 80％前後と高か

ったが、mabuiへの訪問歴は29歳以下が高く、

30 歳以上ではでは 30％前後と低かった。Nankr

コンドームの持ち帰りは、平均で 47.8％、年

齢が高くなるほど高かった。 

 

4)まとめ 

保健所の HIV 検査受検者を対象とした質問

紙調査から、MSM の受検者層は年齢が他の群に

比して低かったことは若年層における検査意

識があるという点で評価できる。また、MSM で

は経済状況が問題であり受検における無料化

は受検行動を惹起するのに有効と思われた。 

GCQ 横断調査から、沖縄の MSM では、年齢の

高さに相関して感染の高いリスク行動をとっ

ていることが明らかとなった。中高年者を対象

とした検査促進の啓発活動に注力する必要が

ある。 

Mabui を中心とした nankr の啓発活動は、コ

ミュニティに認知されてきている。2013 年度

は新しいプログラムを開発・実施したことで活

動のマンネリ化を解消している。自治体の行

う MSM 対象の検査会の広報活動や県の委託に

よる啓発活動の実施といった自治体との連携



が密になってきており、さらに自治体との協働

を進めていくことが望まれる。 

 

7)中国地方・四国地方在住のゲイ・バイセクシ

ュアル男性の予防行動と HaaT えひめの介入

活動の効果評価に関する研究 

近年、HIV/AIDS 報告数が増えつつある中

国・四国地域について、MSM を対象に啓発活動

を行っている HaaT えひめと協同し、中国・四

国地域在住のゲイ・バイセクシュアル男性お

よびMSMにおけるHIVを含む性感染症に関連し

た状況や検査行動等を把握する横断調査を行

った。 

1)HaaT えひめの啓発活動 

(1)コミュニティペーパーの発行と対象地域の

拡大 

HaaTえひめは2007年からHIV予防啓発関連

情報誌「ゲイコミュニティペーパー ファイ

ト！」を年 4回発行し、オリジナルデザインの

コンドームとともにゲイコミュニティへの配

布を行っている。今年度は、中国地方を対象と

した「ゲイコミュニティペーパー ファイト！

中国地方版」と四国地方を対象とした「ゲイコ

ミュニティペーパー ファイト！四国地方版」

を作成し、中国・四国地域のゲイコミュニティ

の商業施設約 60 店舗に配布した。愛媛県松山

市内のゲイコミュニティへは月 1 回程度のア

ウトリーチ活動を行っている。 

(2)中国・四国地域在住の HIV 陽性者手記集 

地方は小さな街の小さなコミュニティであ

るゆえに HIV 陽性者が自身の感染を誰かに打

ち明けることが困難である。そのため MSM は

HIV に対する身近さやリアリティを感じにく

く、HIV 検査や予防行動につながりにくい。

HaaTえひめでは2010年からHIV陽性者とその

周囲の人たちの手記朗読と音楽のイベント

「Living Together Café in Ehime」を開催し

てきた。今年度はより身近なリアリティとする

ために、中四国地方に住む HIV 陽性者の協力を

得て「Living Together–VOICE-中四国地方在

住の HIV 陽性者とその周囲の人たちの手記集」

を制作した。 

(3)MSM 若年層向け介入プログラム 

10 代のゲイ・バイセクシュアル男性は自身

の性的指向に悩み孤立している状況にあり、

HIV 感染の情報等が届きにくい。ゲイ・バイセ

クシュアル男性の 10 代を対象としたイベント

「＋TALK10(プラストークテン）」、および 10

代ゲイ・バイセクシュアル男性向け支援情報サ

イト「10 スタート(テンスタート）」を行って

いる。 

 

2)行政、検査施設との連携 

(1)四国 4 県の保健所設置自治体エイズ対策担

当者との懇談 

保健所設置自治体（徳島県・香川県・高松市・

高知県・高知市）のエイズ対策担当者と主に

MSM のエイズ対策について懇談を行ってきた。

自治体担当者からは一様に、それぞれの地域に

あるゲイコミュニティへのアプローチへの困

難さや地域内の MSM の疫学情報の乏しさうか

がえた。 

(2)HIV 検査担当者向け研修会 

中四国地方の HIV 検査を担当する行政担当

者を対象に、MSM が受検しやすい HIV 検査体制

の構築を目的に研修会を開催した。 

(3)愛媛県、松山市との協働 

HaaT えひめウェブサイトやコミュニティペ

ーパーファイト！愛媛版などでの愛媛県管轄

保健所での HIV 抗体検査情報などの広報を行

った。また、HaaT えひめウェブサイトや｢コミ

ュニティペーパーファイト！愛媛版｣などで松

山市管轄保健所での HIV 抗体検査情報の広報、

「松山市保健所ゲイ・バイ男性限定 HIV 検査

会」をゲイコミュニティに広報した。 

 

3)MSM における行動科学調査および介入評価 

HaaT えひめと協働しインターネットを用い

て質問紙調査を実施した。質問の内容は基本属

性、検査行動、性行動、性感染症既往歴、HIV

に関する対話経験、周囲の感染者の有無、予防

介入プログラムへの接触状況などである。444

人(2012 年度)、502 人(2013 年度)について、

年齢層を 24 歳以下、25-29 歳、30-34 歳、35-39

歳、40 歳以上の 5 カテゴリーに分類して分析

した。 



居住地は2012年度調査と2013年度調査でや

や異なる分布であった。2012 年度は愛媛県が

最も多く 58.6％、次いで広島県 15.8％、岡山

県 7.2％、香川県 7.2％、2013 年度は岡山県

24.1％、愛媛県 21.5％、高知県 12.5％、広島

県 12.2％、香川県 7.6％であった。中国・四国

地域に在住するゲイ・バイセクシュアル男性の

HIV 抗体検査生涯受検割合は、24 歳以下が他の

年齢層に比べ低かった。2012 年度では 30-34

歳が 60.3％で最も高く、24 歳以下が 26.5％と

最も低かった。2013年度では35-39歳が63.1％

と最も高く、24 歳以下が 35.0％と最も低い割

合であった。 

過去 6ヶ月間のコンドーム常用割合は、相手

が彼氏や恋人では 41.1％(2012 年度)、43.4％

(2013 年度)、 友達では 40.5％(2012 年度)、

45.9％(2013 年度)、その場限りの相手では

54.5％(2012 年度)、46.8％(2013 年度)であっ

た。年齢別では、2013 年度調査において 24 歳

以下が最も低く、いずれの相手でも 20％台で

あった。 

HaaT えひめが愛媛県を中心に配布してきた

コミュニティペーパーの認知割合は、2012 年

度調査で読んだことがあると回答した人が

50.2％であった。2013 年度調査では読んだこ

とがあると回答した人が 35.7％とやや低かっ

た。これは 2013 年度回答者では愛媛県在住者

の割合が低かったことによる。 

愛媛県に居住する MSM を地域別にみると、

2012 年度、2013 年度の調査では愛媛県中予居

住者に比べ東予居住者での生涯受検割合、過去

１年間受検割合が高かった。生涯の HIV 抗体検

査受検割合は2012年度では中予在住者40.7％、

東予在住者 52.9％、その他の地域在住者

50.0％、2013 年度では中予在住者 49.4％、東

予在住者 63.6％、その他の地域在住者 44.4％

であった。過去 1年間の HIV 抗体検査受検割合

は 2012 年度では中予在住者 18.0％、東予在住

者 29.4％、その他の地域在住者 11.9％、2013

年度では中予在住者 16.9％、東予在住者

40.9％、その他の地域在住者 22.2％であった

(p=0.06)。 

周囲の HIV 感染者に関する意識についても

東予居住者では｢いる・いると思う｣割合が

20.7％(2011 年)から 31.3％(2012 年)、45.5％

(2013 年)と上昇していた。HaaT えひめは東予

地域でLiving Togetherイベントを開催してお

り、周囲の HIV 感染者に関する意識が変容した

ことで受検行動の促進につながった可能性が

ある。 

 

4)まとめ 

HaaT えひめは中国地方・四国地方に情報誌

の対象を拡大した。これは前年度までの研究等

によって中国地方・四国地方に HIV 感染報告が

拡大していることが示唆されていたことによ

る。｢ゲイコミュニティペーパー ファイト！中

国地方版｣と｢コミュニティペーパー ファイ

ト！四国地方版｣の配布が地域を拡大して商業

施設に行えた背景には、HaaT えひめが構築し

てきた中四国地方のゲイコミュニティ商業施

設との関係性が基盤となっていたことが考え

られる。また地域の情報を掲載するなどの工夫

により HaaT えひめと中四国地方の商業施設と

の関係性を強めることにつながったと思われ

る。 

HaaT えひめは、愛媛県内での HIV 活動の経

験を生かし、HIV 対策の県域を越えた広域対応

を模索することも視野にいれ、愛媛県以外の四

国 4県の全ての保健所設置自治体（徳島県・香

川県・高松市・高知県・高知市）のエイズ対策

担当者と MSM のエイズ対策についての懇談を

行い、MSM 対応の研修などを通じて関係構築を

進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ⅲ.MSM における行動科学調査および介入評価

研究 

1.全国の成人男性・女性を対象としたインター

ネットによる質問紙調査 

1)調査と分析方法 

2011 年度に実施した全国の成人男性を対象

としたインターネットによる質問紙調査と同

様の手法で、A社保有のニター登録者（調査実

施時点の20歳から59歳のモニター登録者数は

2,074,265 人）から男性 31,192 人、女性 30,682

人を抽出したスクリーニング調査で、「これま

でに性的魅力を感じた相手の性別、「これまで

に性的接触を持った相手の性別」、「相手に金

銭を払って性交渉をした経験(生涯と過去 6 カ

月)」、「相手から金銭をもらって性交渉をした

経験」を尋ねた。スクリーニング調査から、①

生涯の性交相手が異性のみで生涯にお金を払

った性交経験もお金をもらった性交経験もな

い男性(以下、成人男性)、②生涯の性交相手が

異性のみで生涯にお金を払った性交経験もお

金をもらった性交経験もない女性(以下、成人

女性)、③生涯の性交相手が同性または両方で

ある男性（以下、MSM）、④生涯の性交相手が同

性または両方である女性（以下、WSW）、⑤生涯

の性交相手が異性のみで生涯にお金を払った

性交経験はあるがお金をもらった性交経験は

ない男性(以下、SW 利用男性)、⑥生涯の性交

相手が異性のみで生涯にお金をもらった性交

経験がある女性（以下、SW 女性）として分類

し、居住ブロックと年齢階級での 2段層化抽出

により①、②、⑤は各 1000 人、③、④、⑥は

500人を比例配分して第2次調査(本調査)を行

った。 

 

2)結果の概要 

スクリーニング調査では、男性回答者

28,189 人のうち、生涯の性交相手が異性のみ

は 24,202 人( 85.9%)、同性または両性は 1,147

人(4.1％)、性交経験なし 2,840 人(10.1％)で

あった。MSM 割合は 2011 年調査(4.6％)とほぼ

同値であった。また女性回答者 28,144 人のう

ち、生涯の性交相手が異性のみは 24,624 人

成人男性 成人女性 MSM WSW SW利用男性 SW従事女性 カイ2乗
ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％ ｎ ％

HIV/エイズの対話経験/過去6ヶ月
家族と 26 2.6% 43 4.3% 43 8.6% 39 7.8% 28 2.9% 28 5.6% <0.01
恋人と 44 4.4% 43 4.3% 67 13.4% 53 10.7% 45 4.6% 48 9.6% <0.01
友人と 40 4.0% 42 4.2% 72 14.4% 42 8.5% 59 6.1% 51 10.2% <0.01

HIVや性感染症の相談できる場所
知っている 157 15.8% 187 18.8% 152 30.5% 120 24.1% 203 20.9% 104 20.8% <0.01

これまでのHIV抗体検査の経験
ある 69 6.9% 159 16.0% 119 23.8% 113 22.7% 103 10.6% 185 36.9% <0.01

生涯のHIV抗体検査受検場所
保健所の即日検査 13 18.8% 17 10.7% 41 34.5% 19 16.8% 27 26.2% 29 15.7% <0.01
保健所の夜間検査 2 2.9% 0 0.0% 19 16.0% 2 1.8% 2 1.9% 3 1.6% <0.01

保健所の即日・夜間検査以外 11 15.9% 15 9.4% 29 24.4% 14 12.4% 16 15.5% 20 10.8% 0.01 
(再掲)保健所 25 36.2% 29 18.2% 80 67.2% 30 26.5% 42 40.8% 49 26.5% <0.01

病院 34 49.3% 80 50.3% 29 24.4% 55 48.7% 39 37.9% 89 48.1% <0.01
クリニック・医院・診療所 6 8.7% 49 30.8% 13 10.9% 34 30.1% 20 19.4% 59 31.9% <0.01

郵送検査キット 1 1.4% 0 0.0% 2 1.7% 2 1.8% 6 5.8% 12 6.5% <0.01
その他 7 10.1% 12 7.5% 8 6.7% 2 1.8% 3 2.9% 8 4.3% 0.09 

過去1年間のHIV抗体検査の経験
ある 7 0.7% 36 3.6% 48 9.6% 33 6.6% 23 2.4% 67 13.4% <0.01

過去1年間のHIV抗体検査受検場所
保健所の即日検査 2 28.6% 1 2.8% 16 33.3% 8 24.2% 6 26.1% 7 10.4% <0.01
保健所の夜間検査 0 0.0% 0 0.0% 6 12.5% 3 9.1% 2 8.7% 2 3.0% 0.15 

保健所の即日・夜間検査以外 0 0.0% 0 0.0% 10 20.8% 3 9.1% 1 4.3% 5 7.5% 0.02 
(再掲)保健所 2 28.6% 1 2.8% 31 64.6% 8 24.2% 8 34.8% 12 17.9% <0.01

病院 4 57.1% 22 61.1% 12 25.0% 21 63.6% 8 34.8% 40 59.7% <0.01
クリニック・医院・診療所 1 14.3% 14 38.9% 5 10.4% 6 18.2% 4 17.4% 15 22.4% 0.06 

郵送検査キット 0 0.0% 0 0.0% 1 2.1% 2 6.1% 4 17.4% 4 6.0% 0.06 
その他 0 0.0% 2 5.6% 4 8.3% 0 0.0% 1 4.3% 0 0.0% 0.15 

これまでに献血したこと
1回だけある 111 11.2% 145 14.6% 71 14.2% 57 11.5% 97 10.0% 73 14.6% <0.01
1回以上ある 421 42.3% 361 36.2% 221 44.3% 193 38.8% 534 54.9% 184 36.7%

ない 463 46.5% 490 49.2% 207 41.5% 247 49.7% 341 35.1% 244 48.7%
過去6ヶ月間に献血したこと

ある 103 10.4% 45 4.5% 68 13.6% 34 6.8% 106 10.9% 27 5.4% <0.01

表3 成人男性、成人女性、MSM,SW利用男性、SW従事女性のHIV対話経験、受検行動



(87.5％)、同性または両性は 1,429 人(5.1％)、

性交経験なし 2,091 人(7.4％)であった。 

成人男性、成人女性、MSM、WSW、SW 利用男

性、SW 従事女性を対象とした第 2 次調査の結

果では、HIV や検査に関連する知識の正答率は

MSM が高く、成人男性、成人女性、SW 利用男性

が低い傾向にあった。また、過去 6 ヶ月間の

HIV に関する対話経験や相談できる場所を知

っている割合も MSM では高かった。 

生涯の HIV 抗体検査受検経験は、SW 従事女

性 36.9％が最も高く、MSM23.8％、WSW22.7％

も、SW 利用男性、成人女性、成人男性に比し

て高かった。過去 1年間の HIV 抗体検査経験も

SW 従事女性は 13.4％、次いで MSM が 9.6％で

あった。過去 1 年の受検場所は各群で異なり、

MSM は保健所(再掲)が 64.6％で最も高く、SW

従事女性では病院 59.7％、クリニック 22.4％

が多く保健所は 17.9％であった。また SW 利用

男性は郵送検査キットが 17.4％で他の群に比

して高い。 

献血の経験は、生涯では SW 利用男性が

64.9％、MSM が 58.5％であった。過去 6カ月で

は男性（MSM13.6％、SW 利用男性 10.9％、成人

男性 10.4％）が女性（SW 従事女性、成人女性、

WSW）に比して高かった。 

 

2.コミュニティベースの携帯電話による性の

健康に関する質問紙調査-横断調査およびパ

ネル調査(GCQ アンケート) 

1)目的と方法 

2011 年度から、各地域の MSM の予防行動や

予防啓発の普及の実態を明らかにし、より精

度の高い介入評価を行うために、インターネ

ット横断調査および追跡パネル調査である

Gay Community based Quest（以下、GCQ）を準

備、実施してきた。本研究班の介入地域であ

る東北地域、関東地域、東海地域、近畿地域、

中四国地域、九州地域、沖縄県に居住するゲ

イ・バイセクシュアル男性を対象に、インター

ネットを用いて横断調査を実施した後、パネル

調査参加を呼びかけ、パネル調査協力者に 2

回追跡調査を実施した。 

対象者の横断調査時のリクルートでは、ゲイ

向けクラブイベントやスポーツ大会と協同し

た広報資材への掲載や CBO が発行配布するコ

ミュニティペーパーでの掲載、CBO が協力した

イベント開場や有料のハッテン場での来場時

にアクセスカードの配布等の方法を用いた。 

質問項目は基本属性、HIV 抗体検査受検経験、

HIV や検査に対する意識、性行動、資材認知等

とした。資材や CBO の活動の認知には各地域の

居住者向けに、適した画像を使用し、地域ごと

にカスタマイズできるシステムを構築した。

2013 年度の横断調査の実施期間は 4 月 7 日-7

月21日までの約3ヶ月間、横断調査に回答後、

今後のアンケートの継続意思について尋ね、継

続意思を示した人にはメールアドレスの入力

を任意で依頼した。その後 7月 26 日-8 月 4日

と 10 月 4-10 月 14 日の約 10 日間ずつ、継続調

査の依頼メールを送付し、回答を依頼した。分

析では重複回答を除き、生年月日とアドレスに

よって同一の対象であることを確認後分析対

象とした。 

 

2)調査結果の概要 

(1)インターネット横断調査 

2013 年の 4-7 月に実施した GCQ 横断調査は、

東北では 182 件（2012 年度：172 件）、関東で

は 491 件（2012 年度：873 件）、東海では 364

件（2012 年度：423 件）、近畿は 943 件（2012

年度：548 件）、中四国は 502 件（2012 年度四

国のみ：370 件）、九州は 649 件（2012 年度：

451 件）、沖縄は 358 件（2012 年度：305 件）

で、東北、近畿、中四国、九州、沖縄は昨年度

より多くの有効回答を得た。 

ゲイバー、有料ハッテン場の生涯、過去 6

か月の利用経験を年齢別に分析した。いずれ

の地域においてもゲイバーについては 35 歳に

なると 9 割以上の者が生涯でのバー利用経験

があり、7割以上に過去6か月での利用経験が

あることが示された。有料ハッテン場も

35-39 歳以上の層では東海、近畿、九州では 7

割以上の生涯利用経験があり、対象者全体で

は平均 58.9％の生涯利用経験であった。 

東北地域では、過去 1 年の検査受検やコン

ドーム常用率が昨年度より低下した。関東地



域と東海地域では、検査行動は昨年より生涯

受検経験、過去 1 年の受検経験ともに上昇し

ており、過去 6 か月のコンドーム常用率も上

がっていた。ただし関東地域の結果について

は、今年度の調査は関東地域以外で開催され

たイベント経由で参加したものが多く国内移

動を多く行っているものの回答が多いこと、

東海地域は検査会を同日に提供していた NLGR

イベント会場にて対象者を集めており、検査

経験が高い層が答えた可能性があることに注

意が必要である。近畿、九州地域は、検査行

動に変化はなく、コンドーム常用率は若干上昇

していた。沖縄地域は過去 1 年間の検査受検

経験が地方都市としては高い割合ではあるも

のの低下していた。 

 

(2)追跡パネル調査 

 2013 年度の追跡パネル調査継続参加者の割

合は 53.8％であり、2012 年度（59.6％)とほぼ

同程度であった。地域別では、2012 年度は

45.6％(東海)～73.3％(関東)、2013 年度は

46.4％(中四国)～58.5％(関東)であった。 

 追跡パネル調査の全てに回答した人は 2012

年度 650 人(追跡パネル調査継続参加者におけ

る 36.1％)であったが、2013 年度は 494 人(追

跡パネル調査継続参加者における 25.8％)で

あった。地域別では、2012 年度は 14.5％(沖

縄)～48.3％(関東)、2013 年度は 17.9％(中四

国)～35.5％(関東)であった。 

 パネル調査では、各地域が検査行動、予防

行動促進のための介入を行い、その介入の前

後で調査を実施してコミュニティでの変化を

とらえることを目指した。初回のパネル調査

から期間をおいて行われる 2 回目のパネル調

査により、同一対象者の介入プログラムへの接

触状況の変化を把握し、受検行動や予防行動へ

の効果を評価することが可能であることが分

かった。効果評価を確実にするためには、各地

域での対象者数の確保が重要であった。 

 

 

 

 

3. HIV抗体検査受検者を対象とした質問紙調査 

～都市部の保健所における HIV 抗体検査受

検者特性に関する研究～ 

1)目的 

各地域の保健所・保健センター等において、

受検件数、HIV 陽性者数および受検者への質問

紙調査を実施した。目的は、受検件数の動向を

把握すること、受検者アンケートにより HIV

抗体検査を受検する者の特徴を把握すること、

保健所・保健センターを中心として展開して

いる検査事業に MSM がどの程度受検している

かを把握すること、本研究班の CBO が展開し

ている MSM 向けの啓発普及が受検者にどの程

度認知されているかを把握すること、そして

受検行動の促進要因を明確化することである。 

本報告は、保健所の HIV 抗体検査受検者の特

性を把握し、HIV 陽性判明報告のある検査施設

と HIV 陽性判明報告のない検査施設の受検者

特性の差異を明らかにすることを目的とした。 

 

2)方法 

8都府県 11自治体83機関で受検者を対象と

した質問紙調査を実施した。通常検査、即日

検査のいずれの場合も検査結果が返却される

前に質問紙を記入することを依頼した。記入

後は回答者が回答用封筒に質問紙を密封し、

設置された回収箱に投函することとた。回答

質問紙は毎月末に各機関から調査事務局へ密

封したまま郵送された。質問項目は基本属性

等の約 24 問とした。 

本報告は、東京都 17 施設、愛知県 16 施設、

大阪府 17 施設の保健所で、2012 年 1月から 12

月まで実施した HIV 抗体検査受検者対象の無

記名自記式質問紙調査を分析に使用した。3都

府県別に HIV 陽性判明報告のあった施設の受

検者となかった施設の受検者間で有意差のあ

った項目について、多変量解析多重ロジステッ

ク回帰分析を行った。統計的有意水準は 5％未

満とした。 

 

3)調査結果の概要 

調査期間中の3都府県の保健所HIV抗体検査

件数は東京都 6,023 件、愛知県 5,457 件、大阪



府 8,031 件であり、有効回答は東京都 4,090

件(有効回収率 67.9％)、愛知県 3,769 件(同

69.1％)、大阪府4,857件(同60.5％)であった。

同期間に HIV 陽性判明報告があった施設は、東

京都 6施設、愛知県 6施設、大阪府 9施設であ

った。 

多変量解析の結果、陽性判明のあった施設と

なかった施設の受検者特性と有意に関連して

いたのは、東京都では、東京都以外の在住者

（OR1.84）、MSM であること（OR1.70）、年齢が

45 歳から 49 歳（OR0.58）であった。愛知県で

は、愛知県以外の在住者（OR10.65）、MSM であ

ること（OR2.02）、過去 6 ヶ月間の HIV 感染不

安経験がよくあった・時々あった人（OR1.52）、

年齢が 45 歳から 49 歳（OR0.37）、50 歳以上

（OR0.35）であった。大阪府では、MSM である

こと（OR1.96）、大阪府以外の在住者（OR1.61）、

年齢が 30 歳から 34 歳（OR1.50）、35 歳から 39

歳（OR1.37）、25 歳から 29 歳（OR1.31）であ

った。 

HIV 陽性判明報告のあった施設の受検者に

おける MSM 割合は、東京都 16.2％、愛知県

16.2％、大阪府 13.5％であった。 

日本のエイズ発生動向は男性同性間性的接

触を感染経路とする報告が大半を占めており、

HIV 陽性判明報告のある保健所の受検者特性

とは MSM であることや年齢、居住地が関連して

いた。自発的な検査行動から HIV 感染の早期発

見につなげるには、受検者の MSM 割合や年齢、

居住地等の特性を指標として検査環境の質を

改善していく必要がある。 

 

4.HIV抗体検査受検者を対象とした質問紙調査 

～HIV 抗体検査受検者における特性と介入

の効果評価に関する研究～ 

1)目的 

受検者の社会的な背景の違いを踏まえ、HIV

陽性告知後の受診行動に関連する要因を明ら

かにすることを目的とした。 

 

2)方法 

調査方法は保健所の HIV 抗体検査受検者を

対象とした無記名自記式質問紙調査とし、

2013 年 1 月から 9 月に、宮城県、東京都、神

奈川県、千葉県、愛知県、大阪府、福岡県、

沖縄県の 8 都府県 78 保健所で実施した。有効

回答者を性別と生涯の性交相手の性別、過去

6 ヶ月間の金銭を介した性交経験によって分

類した7群各々で基本属性、HIV感染やHIV抗

体検査に関する知識、HIV 感染に関する意識

や相談可能性、性感染症既往および予防行動

の項目別に、受診に対する自信を独立変数と

した単回帰分析を行った。次に単回帰分析で

有意差のみられた項目について多変量解析多

重ロジステック回帰分析を行った。統計的有

意水準は 5％未満とした。 

有効回答者は 13,006 件、有効回収率は

63.4％であった。性別では男性 8,622 人

(66.3％）、女性 4,361 人(33.5％)、「その他」

23 人(0.2％)で、そのうち 17 人はトランスジ

ェンダーや性同一性障害と回答していた。 

 

3)調査結果の概要 

生涯の性交相手の性別が異性のみであった

男性 6,782 人(男性の 78.7％、全体の 52.1％)

のうち、過去 6 ヶ月間に金銭の授受による性

交経験がない男性(男性受検者)は 3,388 人(男

性の39.3％、全体の26.5％)、過去6ヶ月間に

お金をもらった性交経験がある人は 49 人(男

性の0.6％、全体の0.4％)、過去6ヶ月間にお

金をもらった性交経験はないが、お金をはら

った性交経験がある男性は 3,345 人(男性の

38.8％、全体の 25.7％)であった。 

生涯の性交相手の性別が同性または両方で

あった男性は1,840人(男性の21.3％、全体の

14.1％)で、このうち過去 6 ヶ月間に金銭の授

受による性交経験がない男性(MSM 受検者)は

1,471 人(男性の 17.1％、全体の 11.3％)であ

った。過去 6 ヶ月間にお金をもらった性交経

験がある人は 110 人(男性の 1.3％、全体の

0.8％)であり、このうち過去 6 ヶ月間にお金

をはらった性交経験のある人が 20 人であった。

過去 6 ヶ月間にお金をもらった性交経験はな

いが、お金をはらった性交経験はある男性(SW

利用 MSM受検者)は 259人(男性の3.0％、全体

の 2.0％)であった。 



生涯の性交相手の性別が異性のみであった

女性 4,175 人(女性の 95.7％、全体の 32.1％）

のうち、過去 6 ヶ月間に金銭の授受による性

交経験がない女性(女性受検者)は 3,731 人(女

性の85.5％、全体の28.7％)であった。過去6

ヶ月間にお金をもらった性交経験はあるが、

お金をはらった性交経験はない女性(SW 女性

受検者)は425人(女性の9.7％、全体の3.3％)

であった。生涯の性交相手の性別が同性また

は両方であった女性(WSW 受検者)は 141 人(女

性の3.2％、全体の1.1％)で、このうち過去6

ヶ月間にお金をもらった性交経験がある人は

42人(女性の1.0％、全体の0.3％)、過去6ヶ

月間にお金をはらった性交経験がある人は 6

人であった。 

多変量解析した結果、受診への自信との関

連には、男性受検者では、家族に相談でき

る・できると思う（OR 2.18）、50 歳以上（OR 

1.52）、相談場所を知っている（OR1.37）、友

達に相談できる・できると思う（OR1.29）であ

った。過去 6 ヶ月間に相手に金銭をはらった

性交経験のある男性受検者では、家族に相談

できる・できると思う（OR2.39）、50 歳以上

（OR 1.87）、友達に相談できる・できると思

う（OR1.70）、相談場所を知っている（OR1.32）

であった。同性間の性交経験がある男性受検

者では、家族に相談できる・できると思う（OR 

2.70）、友達に相談できる・できると思う

（OR1.81）、相談場所を知っている（OR1.58）、

被扶養者の健康保険加入（OR0.65）、健康保険

未加入（OR0.54）であった。女性受検者では、

家族に相談できる・できると思う（OR 2.14）、

友達に相談できる・できると思う（OR1.60）、

相談場所を知っている（OR1.27）であった。過

去 6 ヶ月間に相手に金銭をもらった性交経験

のある女性受検者では、家族に相談できる・

できると思う（OR 3.94）であった。 

HIV 陽性判明を想定した場合の受診行動へ

の自信には、家族や周囲の友達の支援、相談

先などの社会環境の整備が重要である。一方

で自分の家族に相談できる・できると思う割

合は MSM 受検者 22.3％、SW 利用 MSM 受検者

23.2％、SW 女性受検者 25.9％と他群に比べ極

めて低く、家族への相談がしにくいと感じて

いる。そのため周囲の友達の支援や相談先など

の社会環境の整備がより重要と考えられる。 

 

5.HIV抗体検査受検者を対象とした質問紙調査 

～HIV郵送検査と保健所等におけるHIV抗体

検査受検者の特性に関する研究～ 

1)目的 

保健所等での HIV 検査件数は 2008 年の

177,156 件をピークに激減している一方で、

HIV 郵送検査件数は 2011 年まで年々増加を続

け2012年も65,000件以上の利用となっている。

近年の郵送検査利用者の増加を鑑み、郵送検

査会社 A 社の協力を得て受検者へのアンケー

ト調査を実施し、保健所等および公的 HIV 検

査機関の受検者との相違を分析した。 

2)方法 

郵送検査会社 AB 社の検査受検者および 8 都

府県(宮城、千葉、東京、神奈川、愛知、大阪、

福岡、沖縄) の 83 ヶ所の保健所等およびその

他公的なHIV抗体検査機関で2012年10月から

2013 年 9 月の期間に HIV 検査を受検した男女

62,269 名のうち、自記式質問紙に回答した

38,941 名(回答率: 62.5%)から、アンケートに

初めて回答し、上記 8 都府県に在住する

28,564 名を分析対象者とした。郵送検査受検

者群(以下、郵送受検者群、n=1,876)、保健所

等 HIV 検査受検者群(以下、保健所等受検者群、

n=18,996)やその他の公的 HIV 抗体検査機関で

ある南新宿検査・相談室 HIV 検査受検者群(以

下、南新宿受検者群、n=3,681)、chotCAST な

んばHIV検査受検者群(以下、chotCAST受検者

群、n=4,011)について解析した。 

3)調査結果の概要 

全受検者に占める MSM 割合は、南新宿受検

者群が 24.0%と最も高く、chotCAST 受検者群

15.3％、保健所等受検者群 12.2％、郵送受検

者群 7.4%であった。郵送検査の MSM 割合は

7.4％で、南新宿受検者群の 1/3、chotCAST 受

検者群、保健所等受検者群のおよそ 1/2 の割

合であった。MSM 以外の男性は、保健所等受

検者群が 53.3%、郵送受検者群が 52.6%、

chotCAST 受検者群が 51.9%とほぼ同様で、南



新宿受検者群が 41.2%と少ない割合であった。

女性は、郵送受検者群が 40.0%を占めたが、

南新宿受検者群 34.7%、保健所等受検者群

34.2%、chotCAST 受検者群 32.3%の 3 群はほぼ

同様であった(p<0.001)。 

年齢階級が 24 歳未満の若年層の割合は保健

所等受検者群が 18.4%で、郵送受検者群や南

新宿受検者群に比較して高かった(p<0.001)。 

居住形態で一人暮らしの割合は、保健所等

受検者群 35.4%に比して南新宿受検者群 50.8%、

郵送受検者群 45.4%は高く(p<0.001)、既婚者

割合は南新宿受検者群(19.4%)や chotCAST 受

検者群(21.8%)に比して郵送受検者群(28.4%)、

保 健 所 等 受 検 者 群 (27.6%) が 高 か っ た

(p<0.001)。郵送検査受検者は、一人暮らしと

既婚者の割合が他の検査機関受検者に比して

高い傾向にあった。 

HIV 検査の受検経験を有する割合は、南新

宿受検者群が 45.1%と最も高く、郵送受検者

群は 34.8%と低かった(p<0.001)。今回の検査

を自分で受けようと決めた人の割合はどの群

でも高かったが、特に郵送受検者群は 92.2%

を占めていた(p<0.001)。郵送検査は初めて検

査を受ける人が多く、そのほとんどが自発的

に受検していることが示唆された。 

過去 6 ヶ月の感染不安を有する割合はすべ

ての検査機関で 30％台であった。また HIV に

関する相談場所を知っている割合は南新宿受

検者群が 55.4％であったが、保健所等受検者

群44.1％、chotCAST受検者群43.1％、郵送受

検者群 36.5％で、これらの検査機関の受検者

は相談場所を知らない者が６割近くを占めて

いた(p<0.001)。HIV や性感染症で困った時や

不安な時に家族に相談できる、できると思う

と回答した割合は郵送受検者群が 23.4％で、

保健所等受検者群 36.3％、chotCAST 受検者群

33.4％、南新宿受検者群 31.2％と他の群に比

して低いが(p<0.001)、これらの検査機関でも

受検者のおよそ 60％は相談できないと回答し

ていた。このことは友達への相談でも同様で

あった(p<0.001)。 

相談場所を知っている割合や家族や友人に

HIV/性感染症について相談できる割合は郵送

受検者群で低かった。郵送検査においては対

面支援が困難であることから、受検する前後、

特に結果を知らせる場面での情報提供が重要

となる。しかし、他の検査機関の受検者でも

相談場所を知らない受検者は 6 割近くを占め、

家族や友人に相談できない割合も半数を占め

ており、いずれの検査機関においても受検者

の状況を踏まえた支援が望まれる。 

MSM 受検者においても、郵送検査は初受検

者が他の検査機関より多く、また自発的に利

用していることが示唆された。HIV や性感染

症で困った時や不安な時に家族に相談できる、

できると思うと回答した割合は、MSM 受検者

は全受検者に比して低く、特に郵送受検者群

は 12.2%と低い。一方で友人に相談できる、

できると思う割合は全受検者の場合より高く、

また家族への相談よりも高かった。 

郵送検査では、一人暮らしの割合や既婚者

割合、初めて受検する割合、金銭を払った性

経験や金銭をもらった性経験の割合などが他

の検査機関の受検者に比べて高い傾向にあり、

これらの受検者層が郵送検査を自発的に選ん

でいる傾向が伺えた。相談場所の認知が低い

ことなどから他の検査機関と共に受検者への

支援に関する情報提供などの対応が必要と思

われる。 

 

6.MSMの HIV感染に関与する社会学的背景およ

び感染対策に寄与する要因の研究 

-ロジックモデルを用いた CBO による HIV 啓発

活動のプロセス評価－コミュニティに根差

した akta によるアウトリーチ型 HIV 予防啓

発活動のプログラム評価－ 

1)目的と方法 

本研究では、CBO が行っているプログラム

のプロセスをロジックモデルの方法を用いて

記述している。これによる効果としては以下

の 5 点が期待される。(1)CBO スタッフ及びボ

ランティアのプログラム実施者が個々に持っ

ている活動目的や期待する成果に関する理解

を整理できる(共通理解)、(2)世代や主要メン

バーが交代してもプログラムの目標を維持で

きる(目標の維持)、(3)新しく活動に参加しよ



うとするボランティアや同様の活動を考えて

いる他地域の CBO あるいは行政等がプログラ

ム全体を容易に理解できる(説明のツール)、

(4)CBO スタッフが事業の見直しや資源の適切

な配分などを考えることができる(マネジメン

トのツール)、(5)活動の効率や効果を評価す

るための適切な指標(調査項目)を設定できる

(評価指標検討のツール)。 

今年度は、特定非営利活動法人 akta（以下、

akta）のアウトリーチプログラムに関わるコア

スタッフに協力を依頼した。2011 年度及び

2012 年度に行ったこれまでのワークショップ

及び聞き取り調査から得られた知見を用いて

プログラムと対象に関する記述を作成した。こ

れを用いてワークショップを行い、作成した記

述に関する意見を聴き、修正することを繰り返

した。 

 

2)結果の概要 

新宿二丁目にある特定非営利活動法人 akta

が行っているアウトリーチ活動に関するプロ

グラム評価を行った。初年度から 3 年間かけ

て行ってきたロジックモデルにのみ依拠する

プログラム評価を改め、米国 CDC の提唱する

Framework for Program Evaluation in Public 

Health を参考にして、プログラムの記述を試

みた。 

akta のアウトリーチプログラムに関わるコ

アスタッフに協力を依頼し、平成 23 年度及び

平成 24 年度に行ったワークショップ及び聞き

取り調査から得られた知見を用いてプログラ

ムと対象に関する記述を作成した。これを用

いてワークショップを行い、作成した記述に

関する意見を聴き、修正することを繰り返し

た。akta がプログラムの対象についてどのよ

うに理解してプログラムを運営しているのか

について記述を行い、スタッフが個々に持って

いたアウトリーチプログラムに関する理解を

可視化した。加えて、モデルに基づいた評価

指標の案を提示した。 

ロジックモデル単独で記述を行う場合に比

べて、プログラムに関する幅広い理解を得る

ことができ、さらにスタッフの納得が得られ

たという点で妥当性の高いプログラムの記述

を行うことができた。具体的な評価指標案を

提示することによって、プログラム評価の有

用性についてより深い理解が得られたと考え

る。Community Based Organization (以下、

CBO)によって実施されている複雑な要素を持

つ HIV 予防介入プログラムの内容と目的を明

確に記述するという目的において、関係者間

で協議しながら記述していくロジックモデル

を軸としたプログラム評価は最適な手法であ

ると考えられる一方、ロジックモデルの作成

方法及び活用方法にはさらなる工夫を要する。

また、エンパワメント評価の視点からは、ロ

ジックモデルの構築過程における議論や参加

者の考えの変化などが評価研究の重要な成果

の一部であるため、これを適切に記述できる

ように内容の記録や参加者の振り返りを記録

していくことも重要であった。CBO が行って

いる複数のプログラムは相互に補完しあいな

がら機能していると考えられるため、関係す

る他のプログラムを記述し、合わせて評価す

ることによって、関係性と役割がより明確に

なると考える。 

 

Ⅳ.自治体における MSM の HIV 感染対策構築に

関する研究 

CBO と行政の協働による施策(MSM の早期検

査・治療・支援の促進)を構築するため、行政

エイズ担当者と CBO との協働による取り組み

を継続した。 

1)エイズ対策事業に関する意見交換会 

首都圏では、東京都、神奈川県、千葉県、

埼玉県の自治体や保健所と連携し、①自治

体・保健所等とのエイズ対策事業に関する意

見交換会、②保健所等の HIV 検査担当者への

研修会、③MSM 向け広報資材ヤローページへ

の保健所等の検査機関掲載による MSM の検査

促進、④HIV マップと連動した支援情報、検

査情報の広報などが実施された。 

近畿地域では、検査事業に関わる専門職者

がセクターを越えたネットワークを構築する

場、プロフェッショナル・ミーティングを継

続した。 



2)保健所等の HIV 検査担当者への研修会 

HIV 検査担当者を対象にした研修会が各地

域で実施されれ、セクシュアリティ理解、地

域のHIV感染の疫学動向、MSM受検者やHIV陽

性者への相談・対応に関する当事者参加型の

模擬体験が研修内容として企画された。研修

会を通じ CBO と行政の連携が図られ、自治体

が行う HIV 検査の MSM 向け告知資材（ポスター

やカード）作成に協力し、ゲイバーなどの MSM

向けの商業施設に配布することが行われた。 

3 年の間に、東京、神奈川、千葉、埼玉、愛

知、沖縄、仙台、福岡、愛媛、長野の地域で、

保健所等のエイズ担当者を対象に実施した。 

3)保健所等での HIV 検査受検者動向調査 

2011 年度から継続して実施した機関は東京

都内(18 機関)、大阪府内(17 機関)、愛知県内

(16 機関)、沖縄県内(3 機関)であり、2012 年

度には神奈川県内(4月より7機関)、福岡県内

(4月より2機関、10月より1機関)、千葉県内

(5月より12機関)、宮城県内(8月より6機関) 、

大阪府内(10 月より 1 機関)が新たに加わった。

計83機関での実施となった(2012年 12月末時

点)。2013 年度も 12 月末まで継続実施する予

定であったが予算の縮減に伴い、9月末で終了

した。 

 

D. 考察 

1.戦略研究の効果評価と政策還元 

エイズ予防のための戦略研究で開発され施

行されたプログラムは、一部は厚生労働省の

委託事業として、また当研究班での継続研究

として、首都圏、阪神圏において継続され、

また他の地域にも導入された。 

首都圏では、MSM の HIV 検査受け入れに積極

的に協力した定点保健所において、2009 年か

ら 2010 年に MSM 受検者数が増加し、HIV 陽性

割合も上昇し、MSM 受検者の首都圏啓発資材の

認知割合も著しく上昇した(本研究班の平成

23 年度総括・分担研究報告書参照）。この効果

は、2010 年度に実施した「エイズ発症予防で

きるキャンペーン」によってもたらされたこと

が、首都圏バー顧客調査のポスター認知と HIV

受検行動の関連によって示されている(本研究

班の平成 25 年度総括・分担研究報告書参照）。

これらの啓発活動は、CBO の献身的な取り組み

によるところが大きく、その活動を可能とした

戦略研究費によるところでもある。CBO による

啓発活動は、戦略研究以前は新宿地域を中心に

取り組まれていたが、戦略研究によって上野・

浅草、新橋と地域を広げることができた。上

野・浅草、新橋地域は新宿地域より年齢層が高

いとされており、高年齢層でエイズ発症患者が

多いことからも、これらの地域での啓発活動は

首都圏のエイズ対策として重要と考える。 

阪神圏では、戦略研究で開発されたクリニッ

ク検査キャンペーンが 3年間継続され、大阪府

は地域再生医療費をこれにあてて地域の MSM

のエイズ対策の取り組みとした。およそ 3か月

間のキャンペーンを年に 2 回実施するなどの

工夫をし、1回あたり 200 人を超える受検者を

集め、HIV 陽性率が全体で 3％と高かったこと

から、MSM に対する早期検査の機会を提供した

と言える。 

 

2.地域の MSM への HIV 感染対策として、CBO、

コミュニティ、自治体・保健所のかかわりの

重要性 

６地域の CBO はコミュニティセンターを基

軸に、商業施設、メディア、Web などのネッ

トワークをを介して、MSM に向けて様々な取

り組みを継続し、また新たな取り組みを試行

した。エイズ予防のための戦略研究が終了し

た後、2011 年４月から、厚生労働省の同性間

のエイズ対策事業として、コミュニティセン

ター運営は事業となり、それまで研究班ベー

スで行われていた啓発プログラムの多くは事

業として行われるようになった。研究班では、

CBO のコミュニティベースの啓発活動の効果

を評価する役割を持つと共に、地域の MSM に

向けたエイズ対策を促進するために CBO、自

治体・保健所等、研究班の連携体制の構築を

計画した。CBO はコミュニティセンター事業

を進める一方、自治体・保健所等との連携、

そして研究班との評価調査の実施を進めてき

た。商業施設との関係構築は、6地域のCBOが

地域のほとんどの施設にアウトリーチを行っ



ている。 

東北(仙台）ではゲイコミュニティへ向けた

啓発がコミュニティセンターZEL を中心とし

た活動により進み、保健所で行う HIV 検査の広

報を仙台市等との連携を図り実施してきた。そ

の結果、仙台市エイズ即日検査会での MSM 受検

者割合が増加している。こうした行政との連携

は、他の地域でもみられている。CBO が主体と

なって自治体・保健所にアプローチし、担当者

との情報交換や意見交換がもたれるようにな

った。首都圏グループの「エイズ対策事業に関

する意見交換会」では、戦略研究で構築した保

健所への検査促進を継続することを目的に

CBO の呼びかけで開催している。そして、この

意見交換会に続き、「保健所等の HIV 抗体検査

担当者への研修会」が自治体・保健所と連携し

て開催され、一部の保健所は支援・相談ウェブ

サイト「HIV マップ」にあんしん HIV 検査機関

として紹介され、また首都圏の MSM を対象とし

た HIV 抗体検査普及のための冊子「ヤローペー

ジ」に掲載されている。 

大阪では、MASH 大阪が CBO と地域のエイズ

担当者が一堂に集まるプロフェッショナルミ

ーティング(PM)を企画し、大阪地域の検査場

面における MSM への対応の研修会を実施して

いる。また、検査で陽性と分かった人のための

支援プログラムは、NPO 法人 CHARM が戦略研究

後も厚生労働省事業を受託して継続し、保健所

やクリニック検査キャンペ―ンの医療機関と

連携して、地域での陽性者支援の取り組みとし

ている。 

３年間の地域の CBO の活動を見ると、いずれ

の地域でも、自治体・保健所と連携し、保健所

のHIV抗体検査担当者へのMSM対応の研修の実

施、そして保健所の HIV 抗体検査を MSM に向け

て広報する資材作成が行われている。MSM 中高

年では診断時の AIDS 発症率が高く、受検率も

低い状況にあるため、さらに HIV 抗体検査の機

会を増大すると共に CBO による啓発活動を進

める必要がある。 

 

3.保健所のHIV抗体検査と受検者におけるMSM 

保健所等のHIV検査がMSMにどの程度利用さ

れているのかについても、戦略研究で導入さ

れた保健所等のHIV検査受検者対象の5分間ア

ンケートを改変して、8 都府県 11 自治体の協

力を得て実施された。各地域の MSM 割合の推

移、MSM受検者におけるCBOの活動、資材の認

知の推移に焦点をあてた評価が行えた。 

HIV陽性判明報告例のあった施設のMSM割合

は、東京都 16.2％、愛知県 16.2％、大阪府

13.5％で、HIV 陽性判明報告例のなかった施設

のおよそ 2 倍の割合であった。日本のエイズ

発生動向は男性同性間性的接触を感染経路と

する報告が大半を占めており、自発的な検査

行動から HIV 感染の早期発見につなげるには、

受検者のMSM割合を指標としてMSMの受検を促

進する検査体制にしていくことが望まれる。 

また受検者が HIV 陽性判明を想定した場合

の受診行動には、家族や周囲の友達の支援、

相談先などの社会環境が関連している一方、自

分の家族に相談できる・できると思う割合は

MSM 受検者 22.3％、SW 利用 MSM 受検者 23.2％、

SW 女性受検者 25.9％と他の群に比べて極めて

低く、家族には相談がしにくい状況にあるこ

とが示された。検査と共に相談等の支援に関

する社会環境の整備が重要といえる。 

 

4 郵送検査受検者への対応 

保健所等での HIV 検査件数は 2008 年の

177,156 件をピークに激減している。2012 年

の検査件数は 131,235 件で、2008 年のピーク

時から約 46,000 件(25.9%減)の減少となって

いる。保健所等での HIV 検査件数が減少傾向

にある一方で、HIV 郵送検査件数は 2011 年ま

で年々増加を続けていることが、HIV 検査体

制に関する研究班から報告されており、2012

年も 65,000 件を超える利用となっている。郵

送検査は、自宅で検査ができるため、匿名性

や簡易性、時間的制限がないことなどがメリ

ットであると考えられている一方で、HIV 検

査前後の対面での説明や相談、陽性であった

場合の医療機関へのフォローアップがしづら

い、検査キットの公的な精度管理が実施され

ていないといった懸念が指摘されている。日本

では MSM、セックスワーカー、若年層などの



個別施策層に対する HIV 検査受検の促進が課

題となっているが、郵送による HIV 検査を利

用した受検者や保健所等を利用した受検者の

特性については明らかになっていない。 

本研究班では、受検者にとって有用な HIV

検査となることを目標に、保健所や公的検査機

関および郵送検査による HIV 検査を利用する

受検者に質問紙調査を実施し、その特性を把握

した。郵送検査受検者の特徴として、保健所等

および公的検査機関に比して、一人暮らしの割

合や既婚者割合、初めて受検する割合、金銭を

払った性経験や金銭をもらった性経験の割合

などが他の検査機関の受検者に比べて高い傾

向にあり、これらの受検者層が郵送検査を自発

的に選んでいる傾向が伺えた。その一方で、相

談場所の認知が低いことも示された。郵送検査

においては対面支援が困難であることから、受

検する前後、特に結果を知らせる場面での情報

提供が重要となる。しかし、他の検査機関の受

検者でも相談場所を知らない受検者は 6 割近

くを占め、家族や友人に相談できない割合も半

数を占めており、いずれの検査機関においても、

受検者のこうした状況を踏まえた支援の対応

が望まれる。 

 

5.MSM の行動科学調査および介入評価研究 

2011年度に実施した成人男性39,766人を対

象としたインターネット調査では、MSM は

4.6％であることを示した。2013 年度に再び同

様の調査、A 社保有のニター登録者(調査実施

時点の 20 歳から 59 歳のモニター登録者数は

2,074,265 人)から男性 31,192 人、女性 30,682

人を抽出したスクリーニング調査を実施した

ところ、MSM は 4.1％であり 2011 年度とほぼ同

様の結果を得た。また、本年度調査では、同性

と性行為をする女性、金銭を払った性経験を有

する男性(性産業を利用する男性)、金銭をもら

った性経験を有する女性(性産業に従事する女

性)等についてもスクリーニング調査によりそ

の割合を把握することができた。これらの情報

はエイズ予防指針にある個別施策層のエイズ

対策を検討する上で、例えば人口規模等を推定

するなどの点で有用なデータと考える。 

1 社のみのモニター登録者という点では、調

査における代表性に課題があるが、当研究班で

これまでに行ってきた商業施設利用者を対象

としたバー顧客調査やクラブイベント参加者

の調査とは異なり、一般集団へのスクリーニ

ング調査で得た MSM を対象とした行動調査を

可能としている。2011 年度調査では、商業施

設を利用するMSMは利用しないMSMに比べて感

染リスク行動や性感染症既往歴が高いことを

示したが、2013 年度調査でも同様の結果が得

られている。このことは MSM における HIV 感染

対策は、商業施設利用者を対象とした啓発を継

続して行っていくことが重要であることを示

唆している。商業施設やそれらが集積する地域

において、CBO は施設や利用者との関係を構築

して啓発活動を展開している。この取り組みは

今後も継続していくことが必要と考える。 

本研究班の前身の研究班では、1999 年にゲ

イ・バイセクシュアル男性を対象としたクラブ

イベント参加者を対象にした質問紙調査を行

い、およそ 500 名の MSM から回答を得た。これ

は MSM を対象とした日本で初めての性行動等

の調査と言える。その後、これまでの間に、バ

ー顧客への質問紙調査、携帯電話を用いた

RDS(Respondent Driven Sampling)法による質

問紙調査などを行い、多様な MSM の検査行動、

予防行動を把握するための調査を CBO と共に

開発実施してきた。この 3年間の研究では、各

地域の CBO を基点としたコミュニティベース

の横断調査をインターネットを介して実施し、

その調査参加者に継続して間歇的に行うパネ

ル調査への参加を募る追跡調査を考案した。

2011 年度に横断調査からパネル調査に移行す

るシステムを検討し、2012 年度は横断調査を 6

地域で実施し、4 回のパネル調査を試行した。

4 回のパネル調査継続率は 60％強と有用であ

ることが示され、2013 年度は 2-3 か月毎に 3

回のパネル調査を計画し、調査の間に CBO の啓

発プログラムを挟み込んで、その有効性を評価

する予定であった。しかし 2013 年度は、予算

縮減により計画した回数のパネル調査を実施

することができず、また調査参加者への謝礼も

減額したことで分析に必要な参加者を得るこ



とができなかった。しかし CBO の啓発プログラ

ムの前後にパネル調査を行うことで、同一人か

らプログラム暴露の情報と行動の変化を得る

手法は、CBO による介入効果を把握する上で有

用であることがわかった。特に東京、大阪など

の大都市ではパネル調査参加者が一定数得ら

れるため介入効果を評価することが比較的可

能である。他の地域ではこの点を改善していく

ことが必要であった。 

 

6.自己評価 

1)達成度について 

保健所等の HIV 検査受検数および受検者質

問紙調査は研究2年度目に目標の6地域で実施

が可能となり、CBO 啓発資材や検査広報によ

る MSM の受検動向を把握することが可能とな

った。しかし、本年度は研究費の縮減により

調査期間を 6 か月に縮小したため年間を通し

た評価が困難となった。またゲイコミュニテ

ィでの横断調査後に継続調査参加者を募るパ

ネル調査を 2 年度目に確立し、本年度は CBO

が行う啓発活動と連動させて資材認知や行動

の変化を把握する計画とし、横断調査、パネ

ル調査の参加者を増やす予定であったが、予

算縮減のため前年度より規模縮小の調査とな

った。CBO 等の啓発プログラムの有用性を把

握する方法として、保健所受検者アンケートお

よび MSM 集団のパネル調査を開発した。保健所

等の HIV 抗体検査受検者アンケートは、大阪

府・大阪市が独自に継続しており、当研究班が

分析面で今後も協力する予定である。 

2)研究成果の学術的・国際的・社会的意義 

宮城、首都圏、東海、近畿、愛媛、福岡、

沖縄の7地域でCBOの啓発活動の企画・実施と

その評価を行う研究が、研究者と CBO やゲイ

コミュニティとの信頼関係の下に行われ、こ

の研究体制に行政担当者を加えた MSM の HIV

感染策の企画、実施、評価の体制整備は、MSM

へのエイズ対策を進める上で社会的意義は大

きい。 

MSM 人口を推定し、HIV、AIDS の有病率や発

生率の動向を明らかにしたことは地域、出生

年代の比較を可能とした。また、保健所等の

HIV 検査や郵送検査の受検者を対象にした大

規模な調査は戦略研究の経験に基づいて行わ

れたが、受検者特性や HIV 陽性判明に関連す

る要因を明らかにした研究は見当たらない。 

 

E.結論 

1.エイズ予防のための戦略研究の効果評価と

政策還元 

戦略研究で開発、実施されたプログラム等

のその後の活用について報告した。エイズ予

防のための戦略研究で開発され施行されたプ

ログラムは、一部は厚生労働省の委託事業と

して、また当研究班の継続研究として、首都

圏、阪神圏において継続され、他の地域にも

導入された。 

首都圏では、MSM 首都圏グループが結成さ

れ、戦略研究で関係が構築された自治体・保

健所等との連携を維持した。また戦略研究で

拡大した啓発地域（上野・浅草、新橋、渋谷、

横浜）への普及活動は、人的・予算的な面で縮

小したが、MSM を対象とした冊子「ヤローペー

ジ」による HIV 抗体検査普及などを継続した。 

保健所等の HIV 検査担当者を対象としたセ

クシュアリティ理解、MSMやHIV陽性者への対

応に関する研修会は東京都、神奈川県、千葉

県に加え、埼玉県、宮城県仙台市、沖縄県、

愛媛県、長野県と拡大した。 

阪神圏ではクリニック検査キャンペーンが

大阪府「地域医療再生基金事業」により継続さ

れ、MSMに対して受検しやすいHIV/STI検査受

検機会を提供した。また、検査前後の不安へ

のサポート、HIV 陽性者への支援プログラム

(NPO 法人 CHARM による HIV サポートライン関

西)が継続された。 

戦略研究で実施した保健所等の HIV 検査受

検者調査を改変して 6 地域にて実施し、受検

者に占めるMSM割合、HIV陽性判明施設の関連

要因(MSM 割合が高いなど)、早期検査・早期

受診に関連する要因等を明らかにした。3 カ

月毎に協力機関・自治体に結果を還元した。 

 

2.地域のMSMにおけるHIV感染対策の企画、実

施に関する研究 



地域の MSM に向けたエイズ対策を促進する

ため、CBO、自治体・保健所等との連携構築を

図った。7地域のCBOは、商業施設、メディア、

Web などのネットワークを介して、MSM に向け

様々な取り組みを継続し、新たな取り組みを

試行した。各地域の CBO は、地域のほとんど

の商業施設と関係を構築し、資材等のアウト

リーチを行った。また CBO は、自治体・保健

所等と連携してMSMのHIV検査促進に取り組ん

だ。東北(仙台)、首都圏、東海(名古屋)、大

阪、福岡、沖縄、愛媛の地域で、保健所の

HIV抗体検査担当者へのMSM対応の研修の実施、

保健所のHIV抗体検査をMSMに向けて広報する

資材作成、配布が行われた。 

 

3.MSM における行動科学調査および介入評価

研究 

1)全国の成人男性・女性を対象としたインタ

ーネットによる質問紙調査 

A 社保有のニター登録者(調査実施時点の 20

歳から 59 歳のモニター登録者数は 2,074,265

人)から男性 31,192 人、女性 30,682 人に性、

性的指向等のスクリーニング調査を実施した。

成人男性中のMSMは 4.1％で 2011年度(4.6％)

とほぼ同値であった。同性と性行為をする女

性、金銭を払った性経験を有する男性(性産業

利用男性)、金銭をもらった性経験を有する女

性(性産業従事女性)等も把握した。 

2)コミュニティベースの携帯電話による性の

健康に関する質問紙調査(GCQ アンケート) 

7 地域に居住するゲイ・バイセクシュアル

男性を対象にインターネットによる横断調査、

追跡パネル調査を 2 回実施した。横断調査に

続いて実施する追跡パネル調査は資材認知や

行動の変化を把握する手法として有用であっ

た。しかし調査を有効にするには参加者を拡

大する工夫が必要であった。 

3) HIV抗体検査受検者を対象とした質問紙調査 

(1)都市部の保健所における HIV 抗体検査受検

者特性に関する研究 

HIV 陽性判明報告のある保健所の受検者特

性としてMSMと居住地が示され、HIV感染の早

期発見にはこれらを指標として検査環境を改

善していく必要がある。 

(2)HIV 抗体検査受検者における特性と介入の

効果評価に関する研究 

HIV 陽性判明を想定した場合の受診行動に

は、家族や周囲の友達の支援、相談先などの

社会環境の整備が関連していた。一方で MSM

や性産業従事女性は家族への相談がしにくい

と感じており、相談先などの社会環境の整備

が重要と考えられた。 

(3)HIV 郵送検査と保健所等における HIV 抗体

検査受検者の特性に関する研究 

郵送検査では、一人暮らしや既婚者の割合、

初受検者割合、金銭を払った性経験や金銭を

もらった性経験の割合などが他の検査機関の

受検者に比べて高く、これらの受検者層が郵

送検査を自発的に選んでいる傾向が伺えた。

他の検査機関も含め受検者への支援情報の提

供が必要と思われる。 

4)ロジックモデルを用いたCBOによるHIV啓発

活動のプロセス評価 

特定非営利活動法人 akta がプログラム対象

についてどのように理解してプログラムを運

営しているのかを記述し、スタッフが個々に

持っていたアウトリーチプログラムに関する

理解を可視化した。加えて、モデルに基づい

た評価指標を提示した。 

 

4.自治体におけるMSMのHIV感染対策構築に関

する研究 

個別施策層へのエイズ対策は、当事者がお

かれている社会状況を理解し、必要としてい

る対策を信頼関係の下に展開することが望ま

れる。研究班では、これまでの当事者参加型

の体制に地域のエイズ担当者を加え、保健所

等のHIV検査体制とCBOの広報活動の連動、受

検者動向調査や MSM の行動調査等の分析結果

を共有する体制構築を図った。 

 

F. 知的所有権の出願・取得状況(予定を含む) 

 なし 
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